
（平成２２年１２月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 53 件

国民年金関係 22 件

厚生年金関係 31 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 67 件

国民年金関係 21 件

厚生年金関係 46 件

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

神奈川国民年金 事案 4858 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成８年４月から同年７月までの期間及び同

年９月の国民年金保険料については、納付していたものと認められることか

ら、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成元年１月から同年３月まで 

② 平成５年１月 

③ 平成８年２月から同年７月まで 

④ 平成８年９月 

私は、結婚した頃、市役所から国民年金保険料の未納分の請求を受けた

ので、平成８年 10 月頃に市役所で全ての未納の国民年金保険料を納付した

にもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間③のうち、平成８年４月から同年７月までの期間及び申立期間

④について、申立人は、結婚した頃、市役所から国民年金保険料の未納分

の請求を受け、同年 10 月頃に市役所の国民年金の担当窓口で保険料を納付

したと述べているが、現に、オンライン記録によると同年 11 月に申立人の

国民年金第３号被保険者該当届に基づく入力処理が行われていることから、

その届出を行ったのは同年 10 月頃と推認され、同届出により、当時市役所

で納付すべき当該期間の保険料の納付勧奨がなされていたと考えられ、申

立内容には特段不合理な点は無く、その勧奨に基づき、当該期間の保険料

を納付していたとしても不自然ではない。 

 

  ２ 一方、申立期間①、②並びに③のうち、平成８年２月及び同年３月につ

いて、上述のとおり、申立人は、同年 10 月頃に市役所の国民年金の担当窓

口で当該期間の国民年金保険料を納付したとしているが、その時点におい



 

  

て、当該期間の保険料は過年度分に当たり、市役所窓口では納付すること

ができないことに加え、このうち申立期間①及び②については、時効によ

り保険料を納付することができず、当該期間の保険料を納付するためには、

特例納付制度を利用するほかないが、当時は同制度の実施期間ではない。 

    また、申立人は、①、②並びに③のうち、平成８年２月及び３月の国民

年金保険料を納付した場所は記憶しているものの、その保険料額、納付方

法等に関する記憶が曖昧であるなど、申立人が当該期間の保険料を納付し

たとする時期から、過年度となる保険料の納付の形跡まではうかがうこと

ができない上、申立人に対して既に払い出されていた国民年金手帳記号番

号とは別の手帳記号番号が払い出されたことにより、当該期間の保険料が

納付された可能性も精査したが、その形跡も見当たらなかった。 

    さらに、①、②並びに③のうち、平成８年２月及び３月の国民年金保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、

ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成８年４月から同年７月までの期間及び同年９月の国民年金保険料を納

付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4859 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年９月から 47年３月まで 

私は、結婚した翌年の昭和 40 年９月頃、既に国民年金に加入していた元

夫の国民年金保険料を集金するために自宅に来ていた集金人に 20 歳から加

入する義務があることを聞き、義母からの勧めもあり、自分の国民年金の

加入手続を行った。手続を行った場所の記憶は無いが、年金手帳は加入後

に送られてきたと思う。その手帳は紛失してしまい、色の記憶も無い。現

在は黄土色の手帳を１冊所持している。 

申立期間の国民年金保険料については、私が夫婦二人分を毎月集金人に

納付していたが、私は保険料を納付した際、集金人が手帳に印紙又は領収

書を貼ったこと、及び加入してからは近所の人達と 20 歳から保険料を払っ

ていると話したことを記憶している。私は 20 歳で長男を産んだときから未

納の無いよう保険料を納付してきたので、申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人の国民年金の加入手続時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の

前後の番号が付与された任意加入被保険者の資格取得日から、昭和 47 年３

月頃と推認され、加入手続時点における国民年金保険料は３か月単位で１

年度分を４回に分けて納付することとされていたことから、申立期間のう

ち、第４期となる同年１月から同年３月までの期間については、保険料の

納付期限内であることに加え、加入手続を行いながらその月の保険料を未

納にしておいたとは考えにくく、申立人は、当該期間の保険料を納付した

と考えるのが自然である。 



 

  

 

  ２ 一方、申立期間のうち、昭和 40年９月から 46年 12月までの期間につい

ては、申立人は、夫婦二人分の国民年金保険料を毎月集金人に納付してい

たと主張しているが、前述のとおり、申立人の国民年金の加入手続時期は

47年３月頃と推認され、申立内容と一致しない。 

    また、申立人は申立期間当時、集金人に国民年金保険料を納付していた

という主張にとどまり、加入手続を行った場所等の記憶が曖昧であるほか、

集金人に保険料の過年度納付は行うことができない上、申立期間の保険料

を遡ってまとめて納付した記憶も無く、保険料の納付状況が不明である。 

    さらに、申立人が主張するように昭和 40 年９月頃に国民年金の加入手続

を行い、同年同月から 46 年 12 月までの国民年金保険料を納付するには、

別の国民年金手帳記号番号が払い出される必要があるが、申立期間の前後

を通じて、同一区内に居住していた申立人に別の手帳記号番号が払い出さ

れたとは考えにくく、その形跡も見当たらない。 

    加えて、申立人が昭和 40年９月から 46年 12月までの国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほか

に当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4860 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 61年１月から同年３月まで 

私は、昭和 60 年 12 月末に会社を退職したが、国民年金の加入手続につ

いては、第３号被保険者該当の手続が初めてである。その手続の際に、61

年１月から同年７月までの国民年金保険料を納付するように言われたので

一括で納付したにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされているこ

とに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が国民年金の加入手続を行った時期は、申立人の国民年金手帳記号

番号の前後の番号が付与された被保険者資格取得日や国民年金保険料の納付

日などから、昭和 63 年４月と推認され、その時点において、申立期間の保

険料を納付することは可能である。 

   また、申立期間は１回、かつ３か月と短期間である上、申立人は、申立期

間を除いて国民年金保険料の未納が無く、保険料の納付意識が高かったこと

が認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4861 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年６月から同年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42年６月から同年 11月まで 

私は、65 歳になった平成 20 年に社会保険事務所（当時）で年金の裁定

請求を行った際、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることを初

めて知らされた。 

私は、申立期間を含む昭和 42 年２月から同年 11 月までの国民年金保険

料を同年同月７日に一括納付した領収証書を所持しており、これを示して

納付済みであることを訴えた。しかし、社会保険事務所では、当該期間の

保険料額については、本来、月額 200 円の保険料額を誤って月額 100 円で

計算し、10 か月分として 1,000 円を領収したものであり、月額 200 円で計

算された 2,000 円が正当であるので、納付済みの記録としては、月額 200

円で計算した５か月分しか認められないとのことであった。申立期間が未

納であることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している領収証書には、申立人が昭和 42 年２月から同年 11

月までの 10 か月分の国民年金保険料を同年同月７日に納付した旨の記載が

ある。一方、申立人の保険料の納付記録においては、５か月分のみの納付が

記載されている。 

   これは、当時、行政が、国民年金保険料額については、月額 200 円で積算

すべきところを誤って月額 100 円で積算して、申立人に対し納付書を発行し

たため、申立人は、申立期間（10 か月分）の保険料額として 1,000 円を納付

したものであるが、社会保険事務所において、結果として、申立人は、５か

月分の保険料額しか納付していないため、５か月分のみの保険料を納付した



 

  

ものとして処理されたことによるものである。 

   しかし、申立人は申立期間直後の期間を現年度納付している上、申立人が

所持する領収証書は申立人が申し出た期間に基づいて当時行政側が真正に作

成したものと認められ、納付した金額に不足があれば、その差額は当然納付

していたと考えるのが自然である。 

   また、申立人が所持する領収証書の領収日から現年度納付したことが明ら

かな昭和 42 年４月及び同年５月の国民年金保険料についても、申立人の特

殊台帳には、過年度納付として誤記されており、当時行政側の記録管理が適

正に行われていなかった可能性がうかがえる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4862 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年１月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年１月 

私は、昭和 43 年頃、将来のために区役所で国民年金に加入した。当時の

領収書を紛失してしまったが、国民年金保険料については、私が区役所で

納付書により欠かさず納付してきた。申立期間である 47 年１月に別の市に

転居したが、申立期間の保険料については、転居前の区か転居後の市のい

ずれかで必ず納付したはずである。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、所持している国民年金手帳から申立期間である昭和 47 年１月に

別の市に転居していることが認められるが、申立期間直後の同年２月以降の

国民年金保険料が現年度納付されていることから、当該転居に伴う住所変更

手続も適切に行われていることがうかがわれ、転居前の区又は転居後の市の

いずれでも納付可能であった申立期間１か月の保険料のみが未納とされてい

ることは不自然である。 

   また、申立人は、申立期間を除き、国民年金加入期間において国民年金保

険料の未納は無く、厚生年金保険から国民年金への切替手続も適切に行って

いることなどから、年金制度への意識及び保険料の納付意欲は高かったもの

と考えられる。 

   さらに、申立人は、申立期間の前後を通じて職業に変化は無く、申立期間

の国民年金保険料を納付することが困難な状況であったと考えられる事情も

見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4863 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年７月から同年９月までの期間、58 年 10 月から同年 11

月までの期間及び 59 年４月から同年５月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 43年７月から同年９月まで 

② 昭和 58年 10月から同年 11月まで 

③ 昭和 59年４月から同年５月まで 

私は、同じ団地の住民から、「主婦でも国民年金に加入することができ

る。」ということを聞いたので、昭和 43 年７月頃、町役場の出張所で国民

年金の加入手続を行った。申立期間①の国民年金保険料については、私が

団地内にあった郵便局又は町役場の出張所の窓口で納付していた。 

申立期間②及び③の国民年金保険料については、昭和 58 年に転居した際

に、転入の手続と同時に国民年金の住所変更手続を行い、私が区役所の近

くにあった金融機関又は区役所の窓口で、１か月当たり 5,000 円から

6,000円を納付書により納付していた。 

申立期間①、②及び③の国民年金保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、昭和 43 年７月頃に国民年金の加入手続を

行い、団地内の郵便局又は町役場の出張所の窓口で国民年金保険料を納付し

ていたと主張しているところ、申立人が加入手続を行ったのは、申立人の国

民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入者の被保険者資格取得日から、

同年同月又は同年８月と推認できることから、加入手続を行っておきながら

保険料を全く納付しなかったとするのは不自然である。 

   また、申立期間②及び③の国民年金保険料について、申立人は、区役所の



 

  

近くにあった金融機関又は区役所の窓口で、１か月当たり 5,000 円から

6,000 円を納付していたと主張しているところ、申立人が保険料を納付して

いたとする金融機関は当時実在し、保険料を収納していたことが確認できる

上、申立人が納付していたとする保険料月額は、申立期間②及び③当時の保

険料月額とおおむね一致する。 

   さらに、申立人は、申立期間①、②及び③を除き、国民年金加入期間につ

いて、国民年金保険料を全て納付している上、国民年金に任意加入するなど、

保険料の納付意欲は高かったものと認められるとともに、申立期間①、②及

び③は、それぞれ３か月、２か月及び２か月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4864 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年４月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 54年４月から 55年３月まで 

私は、結婚してしばらくした頃、友人に勧められたことを契機として、

昭和 47 年 11 月に市役所で国民年金の加入手続を行った。申立期間の国民

年金保険料については、自宅に送付されてきた納付書により最寄りの金融

機関で納付し、54 年 12 月に転居した後は、同様に納付書により金融機関

又は区役所で納付していたにもかかわらず、保険料が未納とされているこ

とに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の前後の期間の国民年金保険料は納付済みとなっており、申立期

間の前後を通じて申立人の夫の仕事に変更は無く、その夫の厚生年金保険の

標準報酬月額は最高等級であり、申立人の保険料を納付するだけの十分な資

力があったことが推認できることから、途中の申立期間のみの保険料が未納

とされているのは不自然である。 

   また、申立期間当時、申立人の主張する金融機関及び区役所において、国

民年金保険料を納付することが可能であったことが確認できる上、申立人が

納付したとする保険料額は、申立期間の保険料を実際に納付した場合の金額

とおおむね一致している。 

   さらに、申立人は、国民年金に任意加入している上、申立期間を除き、任

意加入後の国民年金保険料を全て納付していることから、保険料の納付意欲

は高かったものと認められる上、申立期間は１回、かつ 12 か月と短期間で

ある。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4865 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年５月から同年 10 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成４年５月から同年 10月まで 

私は、平成４年５月に会社を退職した後に、区役所の出張所で国民年金

の加入手続を行った。申立期間の国民年金保険料については、私が、区役

所の出張所でまとめて納付したにもかかわらず、申立期間の保険料が未納

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成４年５月に会社を退職した後に、国民年金の加入手続を行

い、国民年金保険料を納付したと主張しているところ、申立人が加入手続を

行った時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の被保険者の納

付記録から、同年６月から同年８月までの間と推認でき、申立内容と一致す

る上、国民年金の加入手続のみを行い加入直後の申立期間の保険料を納付し

ていなかったとするのは不自然である。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、区役所の出張所で

納付したと主張しているところ、申立人が保険料を納付したとする出張所は

当時実在し、保険料を収納していたことが確認できる上、申立人が納付した

とする保険料額は、申立期間当時に実際に納付した場合の保険料額とおおむ

ね一致していることから、申立内容に特段不合理な点は認められない。 

   さらに、申立人は、申立期間後の国民年金保険料を全て納付している上、

申立期間は１回、かつ６か月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4866 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成７年９月から同年 11 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成７年９月から同年 11月まで 

私は、20 歳になる少し前に、市役所から国民年金の加入についての通知

が送付されてきたが、当時、忙しかったことから３か月ぐらい遅れて同市

役所で、加入手続とともに国民年金保険料の免除の申請手続を行った。手

続が遅れたため最初の３か月は未納期間となってしまい、当初、その期間

の保険料は納付していなかったが、しばらくした後、私がまだ学生のとき

に自宅に納付書が送付されてきたことから、私の父親に相談した後、その

納付書により申立期間の保険料を納付した。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、学生のときに、自宅に送付されてきた納付書により申立期間の

国民年金保険料を納付したと主張しているところ、オンライン記録によると、

平成８年７月８日に納付書が作成されていることが確認できることから、申

立内容には信憑
ぴょう

性が認められる。 

   また、申立人が申立期間について納付したとする国民年金保険料額は、当

時、申立期間の保険料を実際に納付した場合の金額とおおむね一致している。 

   さらに、申立人の父親は、申立人が就職する前に、申立期間の国民年金保

険料の納付について相談を受け、「納付した方が良いと助言したことを憶
おぼ

え

ている。」と証言している上、申立期間は１回、かつ３か月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4867 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年４月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 44年４月から 45年３月まで 

昭和 43 年頃、同居していた姉が、区役所で、私の国民年金の加入手続を

行ってくれたと思う。 

国民年金保険料は、昭和 45 年４月 28 日に、同居していた姉が、区役所

で過ぎた年度の保険料を納付書に現金を添えてまとめて納付してくれたと

思う。 

私は、姉が国民年金保険料を納付してくれたのに、申立期間の保険料が

未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は１回、かつ 12 か月と短期間であり、申立人は当該期間を除いて、

昭和 43 年１月以降の国民年金保険料を全て納付しており、前納により保険

料を納付している期間もあるなど、保険料の納付意識が高かったことがうか

がえる。 

   また、申立人が所持している領収書によると、申立期間直前の昭和 42 年４

月から 44 年３月までの国民年金保険料を納付しているが、その収納日は 45

年４月 28 日となっており、その時点において、制度上、時効により収納す

ることができない期間の保険料を収納していることから、行政側の保険料の

収納事務が適切に行われていなかった可能性がある。 

   さらに、上述のとおり、昭和 42 年４月から 44 年３月までの国民年金保険

料が、納付書により納付されていることから、その後の期間である申立期間

の保険料の納付書も発行されていたと考えられ、保険料の納付意識が高かっ

たものとうかがわれる申立人が、その納付書により、申立期間の保険料を納



 

  

付していたとしても不自然ではない。 

   その他の事情を含めて、総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4868 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 53年１月から同年３月まで 

私は、昭和 47 年７月に出産のため会社を退職した直後、将来のためにと

思い、自ら国民年金に加入し、国民年金保険料の納付を開始した。53 年７

月に別の区へ転居した直後、役所から電話があり、保険料が未納になって

いる期間があると連絡を受けた。急いで納付書を送付してもらい、すぐに

保険料を納付した記憶がある。こつこつ保険料を納付していたにもかかわ

らず、申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47 年７月に会社を退職した直後に国民年金に任意加入し、

国民年金保険料の納付を開始して以降、申立期間を除いて、61 年４月に第３

号被保険者に該当するまで 10 年以上にわたって保険料を全て納付している

ことに加え、その後、平成 10 年 10 月に第１号被保険者に該当してから満 60

歳になる約 10 年間に保険料の未納は無く、保険料の納付意欲が高かったも

のと認められる。このような申立人が３か月と短期間である申立期間の保険

料を納付しなかったとするのは不自然である。 

   また、申立人は転居した直後、役所から納付書を送付してもらい、当該納

付書により未納であった期間の国民年金保険料を納付したことを記憶してい

るが、その時点で申立期間の保険料を過年度納付することは可能であったこ

とから、申立人の主張に不自然な点は認められない。 

   さらに、申立期間は１回、かつ３か月と短期間である上、申立期間の前後

の期間の国民年金保険料は納付済みであり、その前後を通じて申立人の夫の

職業に変更は無く、保険料の納付が困難な状況にあったと考えられる特段の



 

  

事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4869 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年５月から同年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45年５月から同年 10月まで 

私が実家に転居した昭和 45 年５月頃に、父親が、私の国民年金の加入手

続を行ってくれた。同年 10 月に実家から転居するときに、父親から、申立

期間の国民年金保険料は納付してあると言われて、現在所持している国民

年金手帳を渡された。母親からも、生前、申立期間の保険料は、納付して

あると聞いており、申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、実家に転居した昭和 45 年５月頃に、その父親が、申立人の国民

年金の加入手続を行ってくれたと主張しているところ、申立人の国民年金手

帳記号番号は、申立人の実家が所在する市において払い出されており、その

手帳記号番号の前後の番号の任意加入者の被保険者資格取得日から、申立人

の国民年金の加入手続が行われたのは、同年７月頃であると推認できること

から、申立人の主張は基本的に信用できる。 

   また、申立人は、その父親が、申立期間の国民年金保険料を納付してくれ

たと主張しているところ、その父親は、国民年金制度発足当初の昭和 36 年

４月から 55 年＊月に 60 歳に到達するまでの期間に保険料の未納は無いこと

から、保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

   さらに、申立人は、国民年金の被保険者資格を昭和 45 年５月に取得してい

ること、及び申立期間は、申立人の国民年金の加入手続が行われたと推認で

きる同年７月頃の時点では、現年度納付により、国民年金保険料を納付する

ことが可能な期間であることから、保険料の納付意識が高かったと認められ



 

  

るその父親が、国民年金に加入した当初の６か月と短期間である申立期間の

保険料を納付したと考えても特段不合理な点は認められない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4870 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年 10 月から 57 年３月までの付加保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56年 10月から 57年３月まで 

私は、昭和 51 年９月に区役所で国民年金及び付加年金の加入手続を行い、

定額保険料に加えて、付加保険料を納付書又は口座振替により納付してい

たにもかかわらず、申立期間の付加保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 51 年９月に国民年金及び付加年金の加入手続を行い、定額

保険料に加えて付加保険料を納付していたと主張しているところ、申立期間

の前後の期間の国民年金保険料は付加保険料を含めて納付済みとされており、

その前後を通じて、申立人及びその夫の住所や仕事に変更は無く、生活状況

に大きな変化は認められないことから、途中の申立期間の付加保険料のみが

未納とされているのは不自然である。 

   また、付加保険料は、制度上過年度納付することができないにもかかわら

ず、申立人の特殊台帳では、昭和 52 年１月から同年３月までの期間及び 53

年１月から同年３月までの期間の付加保険料が過年度納付されていることが

確認できることから、行政側の記録管理が適切に行われていなかったことが

うかがわれる。 

   さらに、申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間について、付加保険

料を含めて国民年金保険料を全て納付していることから、保険料の納付意欲

は高かったものと認められる上、申立期間は１回、かつ６か月と短期間であ

る。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加保

険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4871 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から 61年３月まで 

私は、現在居住している市に転居してきた数年後、近所の友人に勧めら

れたので、市役所で国民年金の加入手続を行った。その後は、納付書で、

市役所又は郵便局で国民年金保険料を納付し、昭和 61 年４月に国民年金第

３号被保険者になるまで保険料を納付してきたにもかかわらず、申立期間

が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 57 年３月に国民年金の任意加入した後は、国民年金の加入

期間につき、国民年金保険料を全て納付しており、その後の国民年金第３号

被保険者に該当したことによる届出も適切に行われているなど、国民年金へ

の関心及び保険料の納付意識は高かったと考えられる。 

   また、申立人の国民年金保険料を支出していたその夫は、申立期間の前後

を通じて住所及び職業に変更は無く、申立人の生活状況に特段の変化は見ら

れないことに加え、その夫の標準報酬月額は当該期間を通じて、上位等級で

推移しており、申立期間の保険料を納付するだけの資力は十分にあったと推

認でき、任意加入資格を喪失する理由が見当たらない。 

   さらに、オンライン記録によると、申立人は、昭和 59 年４月から同年６月

までの国民年金保険料を「厚生年金等加入」を理由に還付されたことになっ

ているが、申立人が当時、被用者年金制度に加入していた形跡は見当たらな

い上、申立人自身も、申立期間前後を通じて専業主婦であったと述べており、

誤還付の可能性がうかがわれ、その後の国民年金第３号被保険者に該当する

までの期間を通じて、行政側の記録管理の適切に行われていなかった可能性



 

  

を否定しきれない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4872 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年１月から同年２月までの期間及び同年４月から 55 年３

月までの期間の付加保険料については、納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 54年１月から同年２月まで 

② 昭和 54年４月から 55年３月まで 

昭和 54 年１月に、妻が、区役所で私及び妻の付加年金の加入手続を行い、

妻が、夫婦二人分の付加保険料を含む国民年金保険料を金融機関で納付し

ていた。申立期間①及び②の付加保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 54 年１月に、その妻が、区役所で申立人及びその妻の付加

年金の加入手続を行い、夫婦二人分の付加保険料を含む国民年金保険料を金

融機関で納付していたと主張しているところ、申立人が所持する年金手帳及

び申立人の被保険者名簿では、申立人の付加年金の加入手続が行われたのは、

同年同月であることが確認できるが、申立人の特殊台帳では、同年３月とさ

れていることから、行政側の記録管理が適切に行われていなかった可能性が

あり、加入当初の２か月と短期間である申立期間①の付加保険料が未納とさ

れているのは不自然である。 

   また、申立期間②の前後の期間の付加保険料は納付済みとされており、そ

の前後を通じて、申立人の住所や仕事に変更は無く、生活状況に大きな変化

は認められないことから、12 か月と短期間である申立期間②の付加保険料が

未納とされているのは不自然である上、その妻の当該期間の付加保険料は納

付済みとされている。 

   さらに、申立人が所持する昭和 54 年分及び 55 年分の申立人の確定申告書

（控）の「社会保険料控除額」欄に記載された金額は、54 年及び 55 年の定



 

  

額保険料及び付加保険料の合計金額とそれぞれ一致している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加保

険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4873 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年４月から 41 年３月までのうちの７

か月の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、

納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月から同年９月まで 

② 昭和 40年４月から 41年３月までのうち７か月 

私は、20 歳になった頃、区役所から国民年金の加入勧奨のはがきが送付

されてきたことから、昭和 37 年４月頃に区役所で国民年金の加入手続を行

った。申立期間①の国民年金保険料については、私が同区役所で納付した。

申立期間②の保険料については、私の元妻が納付していたはずである。申

立期間①が未加入で保険料を納付していないとされていること、及び申立

期間②が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、その元妻が、申立人の国民年金保険料

を納付していたと主張しているところ、申立期間②の前後の期間の保険料

は納付済みであることが確認できる上、申立人は、国民年金の加入後から

当該期間を通じて、その元妻の職業に変更は無く、生活状況に大きな変化

は認められないことから、途中の当該期間のみ保険料を納付しなかったと

するのは不自然である。 

    また、申立人は、申立期間②後の国民年金加入期間の国民年金保険料を

全て納付している上、口座振替により保険料を納付していると推認される

期間も確認できる。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は昭和 37 年４月頃に、国民年金の加

入手続を行い、その際、国民年金手帳を交付されたと主張しているが、当

時、申立人が居住していた区の国民年金被保険者名簿によると、申立人は、



 

  

39 年 11 月に国民年金に加入し、同年 12 月に国民年金手帳が発行されてい

ることが確認できることから、申立内容と一致しない。 

    また、オンライン記録によると、申立期間①は未加入期間であることか

ら、国民年金保険料を納付することができない期間である上、申立人は、

申立期間①から最初に国民年金手帳記号番号が払い出された時期を通じて

同一区内に居住しており、申立期間①当時、申立人に別の手帳記号番号が

払い出された事情は見当たらなかった。 

    さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間①の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 40 年４月から 41 年３月までのうちの７か月の国民年金保険料を納付

していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4874 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の、昭和 56 年 12 月及び 57 年１月の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56年 12月及び 57年１月 

私は、20 歳になり国民年金に加入した。申立期間の国民年金保険料につ

いては、私の母親が集金人に納付していたことを記憶している。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は 40 年間、480 か月にわたる国民年金加入期間において、申立期間

を除いて国民年金保険料を全て納付していることに加え、申立期間の前後を

通じて、その職業及び住所等に変更は無く、生活状況に大きな変化は認めら

れないことから、途中の申立期間の保険料のみが未納とされているのは不自

然である上、申立期間は１回、かつ２か月と短期間である。 

   また、申立人の申立期間の国民年金保険料を納付したとするその母親は、

国民年金加入期間における保険料を完納していることから、国民年金に関す

る意識及び保険料の納付意欲は高かったと考えられ、申立人の特殊台帳にお

いて、申立期間に係る過年度納付書が発行されたことが認められることを考

え合わせると、その母親が当該納付書により、申立期間の保険料を納付して

いたと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4875 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年２月及び同年３月の定額保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 48年２月から 61年３月まで 

私は、昭和 48 年２月に転居した際に、市役所の出張所で国民年金の任意

加入手続を行うと同時に付加保険料の納付の申出を行った。 

加入手続後の国民年金保険料については、その直後から未納とならない

ように付加保険料を含めて定期的に同出張所で納付したにもかかわらず、

申立期間のうち、昭和 48 年２月及び同年３月が付加保険料を含め未納とさ

れていること、及び同年４月から 61 年３月までの期間の付加保険料を納付

していないとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、昭和 48 年２月に転居した際に、国民年金の任意加入手続を行

い、当該手続直後から定期的に国民年金保険料を納付していたと主張して

いるところ、申立人の所持する国民年金手帳では、同年同月に任意加入し

ていることが確認できることから、申立人の主張に特段不合理な点はなく、

加入手続を行ったにもかかわらず、当該手続直後の同年同月及び同年３月

の定額保険料を納付しなかったとするのは不自然である。 

    また、申立人は、国民年金保険料を未納とならないように定期的に市役

所の出張所で納付していたと主張しているところ、当時、申立人が居住し

ていた市の出張所において、現年度により保険料を納付することは可能で

あった上、申立人が納付したとする申立期間の定額保険料額は、申立期間

当時の金額と一致している。 

    さらに、申立人は、国民年金に任意加入し、申立期間以外の国民年金加

入期間について保険料を全て納付している上、前納している期間もみられ



 

  

るなど、保険料の納付意欲は高かったものと認められる。 

 

  ２ 一方、申立人は、申立期間の国民年金保険料を、付加保険料を含めて出

張所で納付したと主張しているが、申立期間当時の出張所における現年度

の国民年金保険料の納付は納付書によることとなり、当時の納付書制度で

は、定額保険料と付加保険料の合計額の納付書が発行されていることが確

認できることから、定額保険料と付加保険料を一緒に納付していながら、

長期間にわたり定額保険料だけが納付済みとなり、付加保険料のみが未納

となることは考え難い。 

    また、申立人は、国民年金の任意加入手続を行った時期から申立期間を

通じて同一市内に居住しており、同一の行政機関が長期間にわたり記録管

理を続けて誤ることは考え難い。 

    さらに、申立期間を通じて申立人が付加年金に加入した形跡は見当たら

ない上、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに付加保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 48 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、定額保険料を納

付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4876 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から同年 12月まで 

私は、母親から、昭和 37 年４月に母親が父親の分と一緒に国民年金の加

入手続を行い、母親が夫婦二人分の国民年金保険料を３か月ごとに 600 円

ずつ集金人に納付していたと聞いていた。申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得がいかない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の長女が、申立人の納付記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の長女は、昭和 37 年４月に、申立人の妻が夫婦二人分の国民年金の

加入手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと主張してい

るところ、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは、申立人の国民年金

の被保険者資格取得日及び申立期間直後の 38 年１月の保険料の納付年月日

から、37 年４月から 38 年４月までの間であると推認でき、その時点で、申

立期間の保険料を納付することが可能である上、申立人の妻が納付したとす

る保険料額は、申立期間の保険料を実際に夫婦二人分納付した場合の金額と

おおむね一致することから、申立内容に特段不合理な点は認められない。 

   また、申立人は、申立期間後の国民年金保険料を、１か月を除き全て納付

していることから、保険料の納付意識は高かったものと認められる上、申立

期間は１回、かつ９か月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

  

神奈川国民年金 事案 4877 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から同年 12月まで 

私は、母親から、昭和 37 年４月に母親が父親の分と一緒に国民年金の加

入手続を行い、母親が夫婦二人分の国民年金保険料を３か月ごとに 600 円

ずつ集金人に納付していたと聞いていた。申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得がいかない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の長女が、申立人の納付記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の長女は、昭和 37 年４月に、申立人が夫婦二人分の国民年金の加入

手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと主張していると

ころ、申立人が国民年金の加入手続を行ったのは、申立人の国民年金の被保

険者資格取得日及び申立期間直後の 38 年１月の保険料の納付年月日から、

37 年４月から 38 年４月までの間であると推認でき、その時点で、申立期間

の保険料を納付することが可能である上、申立人が納付したとする保険料額

は、申立期間の保険料を実際に夫婦二人分納付した場合の金額とおおむね一

致することから、申立内容に特段不合理な点は認められない。 

   また、申立人は、申立期間後の国民年金保険料を、１か月を除き全て納付

していることから、保険料の納付意識は高かったものと認められる上、申立

期間は１回、かつ９か月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4878 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年１月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年１月から同年 12月まで 

私が昭和 54 年６月に会社を退職した後、しばらくして、私又は妻が市役

所で私の国民年金の加入手続を行った。申立期間の国民年金保険料につい

ては、私又は妻が市役所又は金融機関で納付していた。私は、申立期間の

保険料額が記載されている確定申告書の控えを所持しており、申立期間の

保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の確定申告書の控えを所持し、同申告書の社会保険料

控除欄に国民年金保険料の記載がある上、計上された金額は申立期間の保険

料額と一致している。 

   また、申立人は、申立人又はその妻が、市役所又は金融機関で国民年金保

険料を納付していたと主張しているところ、納付していたとする市役所及び

金融機関は当時実在し、保険料を収納していたことが確認できることから、

申立内容に特段不合理な点は認められない上、申立期間は１回、かつ 12 か

月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4879 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年４月から 38 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 38年３月まで 

私は、国民年金制度発足時に夫と相談し、「国民年金に加入して将来の

ために備えよう。」と話し合い、区役所で夫婦一緒に国民年金の加入手続

を行った。申立期間の国民年金保険料については、集金人に納付していた

にもかかわらず、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、集金人に納付していたと

主張しているところ、申立人が居住していた市では、当時、集金人制度が存

在していたことが確認できることから、申立内容に特段不合理な点は認めら

れない。 

   また、申立人の特殊台帳によると、昭和 37 年度の欄に 12 か月分の国民年

金保険料を納付したことを示す印が二重線により消されているが、保険料が

還付された形跡も無い上、申立人の氏名が誤って記載されていることから、

当時の行政側の事務処理又は記録管理が適切に行われていなかった可能性が

ある。 

   さらに、申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間について、国民年金

保険料を全て納付していることから、保険料の納付意識は高かったものと認

められるとともに、申立期間は１回、かつ 12か月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4700 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、Ａ社における申立人の厚生年金保

険被保険者記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 38 年８月１

日）及び資格取得日（39 年９月１日）の記録を取り消し、申立期間の標

準報酬月額を 38 年８月及び同年９月は１万 4,000 円、同年 10 月から 39

年４月までは２万円、同年５月から同年８月までは２万 2,000 円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年８月１日から 39 年９月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 34 年７月 28 日から平成５年６月 30 日まで継続し

て勤務していたが、同社Ｂ営業所の新設のため、Ｃ地に転勤をしていた

申立期間の厚生年金保険被保険者記録が欠落しているので、確認の上、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録から、申立期間において、申立人がＡ社に継続して勤務

していたことが確認できる。 

   また、申立人がＡ社Ｂ営業所の新設のためにＣ地に一緒に転勤したとす

る同僚は、オンライン記録において、昭和 31 年 10 月 21 日に同社におい

て厚生年金保険被保険者資格を取得し、54 年８月１日に同資格を喪失す

るまでの期間、継続して同社の被保険者であったことが確認できる。 

   さらに、当時、総務及び経理の担当者は、上記同僚は、申立人と一緒に

Ｃ地に転勤し、申立人と同じ仕事をしており、社会保険についても同様の

扱いであった旨を証言している。 



 

  

   これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し、申立

期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 38 年７月及

び 39 年９月のＡ社における記録並びに上記同僚の同社における申立期間

の記録から、38 年８月及び同年９月は１万 4,000 円、同年 10 月から 39

年４月までは２万円、同年５月から同年８月までは２万 2,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出さ

れていないにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを記録するこ

とは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪

失及び再取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る昭和 38 年８月から 39 年８月までの保険料の納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4701 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 35 年６月２日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を、32 年６月から 33 年９月までは 9,000 円、同年 10 月

から 35 年５月までは１万 2,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年６月１日から 35 年６月２日まで 

    私は、昭和 30 年３月頃から 35 年６月１日まで約５年間Ａ社に住み込

みで勤務していたが、32 年６月１日から 35 年６月２日までの期間が厚

生年金保険の被保険者期間となっていないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 30 年３月頃からＡ社に住み込みで勤務し、正社員とな

った同年４月１日から 35 年６月２日までの間、厚生年金保険に加入して

いたとしているが、健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、32 年６月

１日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失したものとされている。 

   しかしながら、申立人と同時期にＡ社に勤務していた同僚は、「申立人

は、私が退職した昭和 35 年８月末日より少し前にＡ社を退職したと記憶

している。」と述べている上、申立期間に勤務していたほかの同僚は、

「申立人と共にＡ社に勤務したが、私が退職した 35 年２月 24 日には、申

立人はまだ勤務していた。」と述べていることから、申立人は申立期間に

同社に勤務していたことが認められる。 

   また、上記２名の同僚は、申立人の厚生年金保険の加入記録のある期間

と申立期間とは、業務内容及び勤務形態に変化は無く、一貫してＢ業務に



 

  

従事していたと述べている。 

   さらに、上記の同僚２名は、試用期間を除き、勤務期間と厚生年金保険

の加入期間には相違は無いと述べている。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人は申立期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と業務内容及び勤務

形態の同質性の高い同僚のＡ社における健康保険厚生年金保険被保険者名

簿の申立期間の記録から、昭和 32 年６月から 33 年９月までは 9,000 円、

同年 10 月から 35 年５月までは１万 2,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としているが、申立期間に行われるべき事業

主による健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及びこれに基

づく定時決定や事業主による申立てどおりの資格喪失届などを提出する機

会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所（当

時）が当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いこ

とから、事業主が、昭和 32 年６月１日を厚生年金保険の資格喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月から 35 年

５月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期

間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4702 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 30 年４月 20 日から 31 年９月 19 日までの期間に

ついて、Ａ社の事業主は、申立人が 30 年４月 20 日に厚生年金保険被保険

者資格を取得し、31 年９月 19 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険

事務所（当時）に対し行ったと認められることから、申立人に係る厚生年

金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、5,000 円とすることが妥当

である。 

   申立期間のうち、昭和 31 年 10 月１日から 32 年６月７日までの期間に

ついて、Ｂ社の事業主は、申立人が 31 年 10 月１日に厚生年金保険被保険

者資格を取得し、32 年６月７日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険

事務所に対し行ったと認められることから、申立人に係る厚生年金保険被

保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、9,000 円とすることが妥当

である。 

   申立期間のうち、昭和 35 年１月 18 日から同年 11 月１日までの期間に

ついて、Ａ社の事業主は、申立人が同年１月 18 日に厚生年金保険被保険

者資格を取得し、同年 11 月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険

事務所に対し行ったと認められることから、申立人に係る厚生年金保険被

保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 35 年１月から同年６

月までは 8,000 円、同年７月から同年 10 月までは１万 2,000 円とするこ

とが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年４月 20 日から 36 年１月まで 

             ② 昭和 36 年２月から同年９月まで 



 

  

    私は、昭和 30 年４月にＡ社に入社し、途中で辞めること無く継続し

て勤務し、36 年１月頃に同社を退職した後、同年２月にＢ社に入社し、

２か月ぐらい勤務したところで、業務災害を負い、療養のため６か月ぐ

らい休業したが、復職することなく同年９月に退職した。 

    これら申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていないため、当

該期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社の複数の同僚は、「申立人はＡ社に昭和 30

年４月に入社し、１年半ぐらい勤務して退職した後、再び同社に入社して

きた。同社退職後はＢ社に入社したものの、けがをして同社を退職したと

聞いたことがある。」と供述している。 

   当該期間のうち、昭和 30 年４月 20 日から 31 年９月 19 日までの期間に

ついて、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳

（旧台帳）には、申立人と同姓同名で生年月日が一致している者が、30

年４月 20 日に資格を取得し、31 年９月 19 日に資格を喪失した基礎年金

番号に統合されていない厚生年金保険被保険者記録が確認できる。 

   また、申立期間①のうち、昭和 31 年 10 月１日から 32 年６月７日まで

の期間について、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿

及び厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、申立人と同姓同名で生年

月日が一致している者が、31 年 10 月１日に資格を取得し、32 年６月７日

に資格を喪失した基礎年金番号に統合されていない厚生年金保険被保険者

記録が確認できる。 

   さらに、申立期間①のうち、昭和 35 年１月 18 日から同年 11 月１日ま

での期間について、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿には、申立人と同姓

同名で生年月日が一致している者が、同年１月 18 日に資格を取得し、同

年 11 月１日に資格を喪失した基礎年金番号に統合されていない厚生年金

保険被保険者記録が確認できる。 

   加えて、Ａ社の複数の同僚は、申立人のほかに同姓同名の者を知らない

としている上、申立人に係るＢ社の退職理由についての供述が申立人の供

述と一致していることから、これらの厚生年金保険被保険者記録は申立人

の記録であると判断することができる。 

   これらを総合的に判断すると、Ａ社の事業主は、申立人が昭和 30 年４

月 20 日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、31 年９月 19 日に同資格

を喪失、35 年１月 18 日に再び同資格を取得し、同年 11 月１日に同資格

を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったと認められる。また、

Ｂ社の事業主は、申立人が 31 年 10 月１日に同資格を取得し、32 年６月



 

  

７日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったと認めら

れる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る上記の被保険者

名簿及び被保険者台帳（旧台帳）の記録から、昭和 30 年４月から 31 年８

月までは 5,000 円、35 年１月から同年６月までは 8,000 円、同年７月か

ら同年 10 月までは１万 2,000 円とし、Ｂ社に係る上記の被保険者名簿及

び被保険者台帳（旧台帳）の記録から、31 年 10 月から 32 年５月までは

9,000 円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間①のうち、昭和 31 年９月 19 日から同年 10 月１日まで

の期間、32 年６月７日から 35 年１月 18 日までの期間及び同年 11 月１日

から 36 年１月までの期間については、複数の同僚に照会したものの、申

立人が、当該期間にＡ社に勤務していたことを確認できる具体的な証言を

得ることはできなかった。 

   また、申立人は、当該期間において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持してい

ない。 

   申立期間②について、Ｂ社で当該期間に勤務していた複数の同僚に照会

したものの、申立人が当該期間に同社に勤務していたことを確認できる証

言を得ることはできなかった。 

   また、申立人は、当該期間において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持してい

ない。 

   このほか、申立人の申立期間①のうち、昭和 31 年９月 19 日から同年

10 月１日までの期間、32 年６月７日から 35 年１月 18 日までの期間、同

年 11 月１日から 36 年１月までの期間及び申立期間②における厚生年金保

険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4703 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年４月 15 日から 40 年５月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に年金記録を確認したところ、Ａ社に勤務し

ていた申立期間について、昭和 40 年 11 月９日に脱退手当金が支給され

ていることを知った。 

    しかし、私は既に郷里のＢ（現在のＣ県）に帰郷していたため、脱退

手当金を受け取れるはずは無く、受け取った記憶も無いので、申立期間

について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、申立人の申立期間に係る脱退手当金は、Ａ社

における厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約６か月後の昭和 40 年

11 月９日に支給決定されたこととなっている。 

   しかし、Ｃ県立公文書館が保管する乗船名簿によれば、申立人は、昭和

40 年５月３日に同僚と共に郷里のＢに戻っており、その後、申立期間に

係る脱退手当金が支給したとされる時期までに、郷里のＢを離れて、Ａ社

の所在地であるＤ県に戻っている記録も無い。 

   また、Ｂでは、Ｄ県を管轄する社会保険事務所が申立期間に係る脱退手

当金として、Ｂに所在する金融機関に送る「隔地払い」による支給事務を

行うことは困難であったと考えられることから、申立人は申立期間に係る

脱退手当金を受給していなかったものと考えるのが自然である。 

   さらに、申立人は、Ａ社を退職した当時、同社から脱退手当金の説明を

受けていないと供述しており、当時の複数の同僚も同様の証言をしている



 

  

ことから、申立人が当該脱退手当金を請求する意思を有していたとは考え

難い。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4704 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年３月 20 日から 44 年２月 16 日まで 

             ② 昭和 44 年５月 10 日から 46 年２月 28 日まで 

    私は、60 歳になったら厚生年金基金がもらえるというはがきが来て

社会保険事務所（当時）に行ったのがきっかけで、Ａ社に勤務した申立

期間①及びＢ社に勤務した申立期間②の厚生年金保険を脱退手当金とし

て受給したことになっていることを初めて知った。 

    昭和 44 年２月 25 日から同年５月 10 日の３か月間が未請求期間とし

て残されていることは、自分で請求していないことだと思う。 

    厚生年金保険に関係する書類は一切持っていないが、脱退手当金をも

らった記憶が無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間①及び②の間に

ある被保険者期間については、その計算の基礎とされておらず未請求とな

っており、これを失念するとは考え難い上、未請求となっている被保険者

期間は申立期間②と同一事業所かつ同一の被保険者記号番号で管理されて

いるにもかかわらず、支給されていない期間が存在することは事務処理上

不自然である。 

   また、申立期間②に係る事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿で申立人の記載されたページの前後５ページの受給要件を満たしている



 

  

10 人のうち、脱退手当金の支給記録があるのは申立人を含め３人であり、

申立人を除く２人には、申立人において未請求となっている同一事業所の

全ての期間が支給対象期間となっているが、申立人については未請求期間

となっている。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4705 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 63 年４月１日から同年６月１日までの期間につ

いて、事業主は、申立人が同年６月１日に厚生年金保険被保険者の資格を

喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められるこ

とから、申立人のＡ社における同資格の喪失日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、20 万円とすることが妥当

である。 

   また、申立期間のうち、平成 19 年９月 29 日から同年 10 月１日までの

期間について、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＢ社における厚生年金保険

被保険者資格の喪失日に係る記録を同年 10 月１日に訂正し、当該期間の

標準報酬月額を 30 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 63 年４月１日から同年６月１日まで 

             ② 平成 19 年９月 29 日から同年 10 月１日まで 

    私は、昭和 59 年４月１日から 63 年５月 31 日までＡ社に継続して勤

務していたが、ねんきん定期便の記録によると、同年４月１日から同年

６月１日までの厚生年金保険被保険者記録が欠落している。また、平成

18 年１月１日から 19 年９月 30 日までＢ社に勤務していたが、資格喪

失日が同年９月 29 日になっており、１か月の空白期間が生じている。

Ａ社における昭和 63 年５月 31 日までの在職期間証明書、Ｂ社における

平成 19 年９月 30 日までの雇用契約書及び労働条件通知書、給与支給明

細書等を持っているので、申立期間①及び②を厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 



 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社からの回答書、社会保険台帳、雇用保険の加

入記録及び申立人の所持する在籍期間証明書から、申立人が当該期間に同

社に勤務していたことが認められる。 

   また、Ａ社では、当時、社会保険台帳を作成していたところ、同台帳に

は、申立人の氏名が確認でき、同社における資格喪失日は、昭和 63 年６

月１日と記載されている。 

   さらに、複数の者について、上記の社会保険台帳に記載されている資格

喪失日とオンライン記録における資格喪失日を比較したところ、申立人を

除いて厚生年金保険被保険者資格の喪失日が一致している。 

   加えて、Ａ社に係るＣ健康保険組合の被保険者台帳では、申立人は、昭

和 59 年４月１日に被保険者資格を取得し、63 年６月１日に同資格を喪失

していることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 63 年６月１日

に厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し

て行ったことが認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

63 年３月のオンライン記録から、20 万円とすることが妥当である。 

   申立期間②について、申立人が所持する雇用契約書及び労働条件通知書

並びに雇用保険の記録から、申立人がＢ社に継続して勤務していたことが

認められる。 

   また、申立人が所持している平成 19 年 10 月の給与支給明細書では、同

年９月の厚生年金保険料が控除されており、事業主が提出した源泉徴収簿

においても、同様に厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②において厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決

定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源

泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。したがって、上記の給与明細書

の総支給額から、30 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当時の資料が残っておらず不明としており、

このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから明らかでない



 

  

と判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4706 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年４月１日から同年６月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格

の取得日に係る記録を同年４月１日に、同資格の喪失日に係る記録を同年

６月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を、同年４月は 11 万円、同

年５月は 16 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年４月１日から同年７月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 57 年４月１日から 58 年５月 20 日まで勤務したが、

オンライン記録では、57 年４月１日から同年７月１日までの期間が厚

生年金保険の被保険者期間となっていないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 57 年４月１日から同年６月１日までの期間につ

いて、事業主が保管する所得税源泉徴収簿兼賃金台帳により、申立人がＡ

社に継続して勤務し、同年５月分及び同年６月分の給与から当該期間の厚

生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

   また、Ａ社の事業主は、「申立期間当時、給与の支払方法は当月 20 日

締めの当月 28 日払いであり、厚生年金保険料は翌月控除である。」とし

ている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年

４月１日から同年６月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付及



 

  

び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決

定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源

泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。したがって、上記の所得税源泉

徴収簿兼賃金台帳に記載されている総支給額から、昭和 57 年４月は 11 万

円、同年５月は 16 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としているが、仮に事業主から申立人に係る被保険

者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届を提

出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務

所（当時）が当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え

難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は

行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人の当該期間に係る

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないものと認められる。 

   一方、申立期間のうち、昭和 57 年６月１日から同年７月１日までの期

間については、雇用保険の加入記録から、申立人がＡ社に勤務していたこ

とは確認できる。 

   しかし、上記の所得税源泉徴収簿兼賃金台帳により、申立人の昭和 57

年７月分給与から同年６月の厚生年金保険料が控除されていないことが確

認できる。 

   このほか、申立人が当該期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として当

該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4707 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年７月 22 日から同年８月 21 日ま

での期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における厚生年金保険被保険

者資格の取得日に係る記録を同年７月 22 日に訂正し、当該期間の標準報

酬月額を６万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21 年７月１日から 23 年３月１日まで 

             ② 昭和 29 年５月から 30 年９月まで 

             ③ 昭和 35 年５月から 37 年６月まで 

             ④ 昭和 40 年５月から 41 年３月まで 

             ⑤ 昭和 43 年７月 22 日から同年８月 21 日まで 

             ⑥ 昭和 52 年 10 月から 53 年７月まで 

             ⑦ 昭和 62 年４月から同年９月まで 

    私は、昭和 21 年７月から 23 年２月までＣ社に勤務したが、勤務した

期間の厚生年金保険記録が無い。また、同社を退職した後、Ａ社に勤務

したが、同社Ｂ事業所に転勤した 43 年７月の被保険者記録が欠落して

いるほか、退職時に会社からもらった人事資料の給与額から計算すると、

同社勤務期間中の標準報酬月額が低く記録されている。調査の上、年金

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間⑤について、申立人から提出されたＡ社が作成した人事記録及

び雇用保険の記録から判断すると、申立人は同社に継続して勤務し（昭和

43 年７月 22 日にＡ社から同社Ｂ事業所に異動）、当該期間に係る厚生年



 

  

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、上記の人事記録において、申立人のＡ社から同社Ｂ事業所への異

動日が、昭和 43 年７月 21 日と記載されていることから、申立人の同社Ｂ

事業所における資格取得日を、同社における資格喪失日である同年７月

22 日と同日とすることが妥当である。 

   また、当該期間の標準報酬月額は、申立人のＡ社Ｂ事業所における昭和

43 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間①について、申立人は、「ＤにあったＣ社に勤務した期

間については、厚生年金保険に加入していた。」と主張している。 

   しかしながら、オンライン記録において、ＤにＣ社という適用事業所は

確認できないほか、事業所の名称がＣ社に類似しているＥ社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の記憶する事業主名が確認

できるものの、同社は、昭和 23 年７月１日に厚生年金保険の適用事業所

となっており当該期間は適用事業所ではないことが確認できる。 

   また、Ｅ社は昭和 24 年２月 20 日に適用事業所ではなくなっている上、

上記の被保険者名簿に記録がある被保険者に照会したが、申立人を記憶し

ていないため、申立人の当該期間における勤務実態を確認することができ

ない。 

   さらに、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除をうかがえ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   申立期間②から④まで、申立期間⑥及び⑦の標準報酬月額について、オ

ンライン記録によると、昭和 29 年５月から同年９月までは１万 2,000 円、

同年 10 月から 30 年９月までは１万 6,000 円、35 年５月から同年９月ま



 

  

では２万 4,000 円、同年 10 月から 36 年９月までは２万 6,000 円、同年

10 月から 37 年６月までは３万 3,000 円、40 年５月から 41 年３月までは

５万 2,000 円、52 年 10 月から 53 年７月までは 30 万円、62 年４月から同

年９月までは 44 万円と記録されていることが確認できる。 

   このことについて、申立人は、Ａ社が作成した申立人に係る人事資料に

記載されている昭和 23 年から 26 年当時の賃金を基礎に当該期間の標準報

酬月額を計算したところ、29 年５月から 30 年９月までは１万 8,000 円、

35 年５月から 37 年６月までは３万 6,000 円、40 年５月から 41 年３月ま

では６万円、52 年 10 月から 53 年７月までは 32 万円、62 年４月から同年

９月までは 47 万円が正しい標準報酬月額であると主張している。 

   しかしながら、Ａ社は、当該期間に係る給与額や厚生年金保険料の控除

額が確認できる賃金台帳等の資料を保管していないことから、申立人の申

立期間の標準報酬月額及び保険料控除額について確認できない。 

   また、申立人は、主張する標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を

所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間②から④まで、申立期間⑥及び⑦において、

申立てどおりの厚生年金保険料の控除をうかがえる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間②から④まで、申立期間⑥及び⑦について、厚生年金

保険被保険者として、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4708 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 20 年 11 月 30 日から 21 年５月 23 日までの期間

について、申立人は、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における厚生年金保険

被保険者であったことが認められ、また、申立人は、同年５月 23 日から

同年６月１日までの厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の同社Ｃ支店における厚生年金保険

被保険者資格の取得日に係る記録を 20 年 11 月 30 日に、同資格の喪失日

に係る記録を 21 年６月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を、20 年

11 月から 21 年３月までは 80 円、同年４月及び同年５月は 150 円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る昭和 21 年５月の厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 21 年６月１日から同年７月１日まで

の期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社Ｄ支店における厚生年金保険被保険者資

格の取得日に係る記録を同年６月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額

を 180 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る昭和21年６月の厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年 11 月 30 日から 21 年７月１日まで 

私は、昭和 17 年３月５日にＡ社に入社し、その後、19 年 11 月 15 日  

から 21 年５月 25 日まで兵役に就いた期間があるが、54 年 10 月 31 日

まで継続して在籍した。 

しかし、厚生年金保険記録は、昭和 20 年 11 月 30 日から 21 年７月１

日までの加入記録が無いことが分かった。申立期間を被保険者期間とし

て認めてほしい。  



 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、昭和 20 年 11 月 30 日にＡ社の関

連会社であるＥ社Ｆ事業所において厚生年金保険被保険者資格を喪失後、

21 年７月１日にＡ社Ｄ支店において被保険者資格を取得していることが

確認できるが、同社が保管する人事記録により、申立人は申立期間におい

ても同社に継続して在籍（昭和 20 年 11 月１日にＥ社Ｆ事業所からＡ社Ｃ

支店に異動し、21 年６月１日に同社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異動）して

いたことが認められる。 

申立期間のうち、昭和 20 年 11 月 30 日から 21 年５月 23 日までの期間

については、Ｇ県から提出された兵籍簿により、申立人が 19 年 11 月 15

日から 21 年５月 23 日まで陸軍に応召されていたことが確認できる上、当

該期間と同時期に召集されていたとする複数の同僚には、オンライン記録

において、厚生年金保険の加入記録が確認できる。 

また、当時の厚生年金保険法第 59 条の２では、昭和 19 年 10 月１日か

ら 22 年５月２日までに被保険者が陸海軍に徴集又は召集された期間につ

いては、その厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全額を免除し、被

保険者期間として算入する旨が規定されている。 

したがって、申立人が陸軍に召集されていた期間については、仮に被保

険者としての届出が行われておらず、厚生年金保険法第 75 条の規定によ

り時効によって消滅した保険料に係る期間であっても、年金額の計算の基

礎となる被保険者期間とすべきものであると考えられる。 

申立期間のうち、昭和 21 年５月 23 日から同年６月１日までの期間につ

いて、Ｂ社は、「資料は無いが、厚生年金保険料は控除していたと思われ

る。」と回答している。 

なお、上記人事記録及びオンライン記録から、申立人のＡ社Ｃ支店に係

る資格取得日をＥ社Ｆ事業所における資格喪失日と同日の昭和 20 年 11 月

30 日とすることが妥当である。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 20 年

11 月 30 日から 21 年５月 23 日までの期間については、Ａ社Ｃ支店におけ

る厚生年金保険被保険者であったことが認められ、また、同年５月 23 日

から同年７月１日までの厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る健康保険労働者

年金保険被保険者名簿に記載された同年代の同僚の記録から、昭和 20 年

11 月から 21 年３月までは 80 円、同年４月及び同年５月は 150 円、同年

６月は 180 円とすることが妥当である。 



 

  

なお、事業主が申立人に係る昭和 21 年５月及び同年６月の厚生年金保

険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としてい

るが、同年５月については、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格

の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提出す

る機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所

（当時）が当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難

いことから事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行わ

れておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は同年５月に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。一方、同年６月については、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4709 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成５年１月１日から同年８月１日までの期間につい

て、Ａ社の事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、

申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間

の標準報酬月額の記録を 28 万円に訂正することが必要である。 

   申立期間のうち、平成５年８月１日から同年 12 月 31 日までの期間につ

いて、Ｂ社の事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人

が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の標準

報酬月額の記録を 28 万円に訂正することが必要である。 

   申立期間のうち、平成５年 12 月 31 日から６年１月１日までの期間につ

いて、申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、６年

１月１日であると認められることから、当該期間の資格喪失日に係る記録

を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額は、28 万円とすることが必要である。 

   申立期間のうち、平成６年１月１日から７年 11 月１日までの期間につ

いて、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、６年１月

から同年 10 月までは 28 万円に、同年 11 月から７年 10 月までは 24 万円

に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、平成６年１月から７年 10 月までの上記訂正後の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61 年６月１日から平成５年８月１日まで 

             ② 平成５年８月１日から同年 12 月 31 日まで 

             ③ 平成５年 12 月 31 日から６年１月１日まで 

             ④ 平成６年１月１日から７年 11 月１日まで 



 

  

    私は、昭和 54 年４月１日から平成７年 10 月 31 日まで、Ａ社又は同

社のグループ会社のＢ社において、Ｃ業務を担当していた。 

    申立期間①については、Ａ社に在職しており、月給は 30 万円の後半

ぐらいあったが、昭和 61 年６月から標準報酬月額が不自然に引き下げ

られている。また、平成５年１月から同年７月までの標準報酬月額が遡

って８万円に引き下げられているので調査してほしい。 

    申立期間②については、Ｂ社に在職しており、平成５年８月から同年

11 月までの標準報酬月額が遡って 12 万 6,000 円に引き下げられている

ので調査してほしい。 

    申立期間③については、厚生年金保険の記録ではＢ社において平成５

年 12 月 31 日に資格を喪失し、Ａ社において６年１月１日に資格取得と

なっていることから５年 12 月の被保険者記録が欠落しているが、継続

して勤務しており、欠落は納得がいかないので調査してほしい。 

    申立期間④については、月給が 30 万円の後半ぐらいあったが、それ

に見合う標準報酬月額ではないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①のうち、平成５年１月１日から同年８月１日については、オ

ンライン記録では、当初、申立人の当該期間の標準報酬月額は 28 万円と

記録されていたところ、６年４月 26 日付けで、遡って８万円に引き下げ

られていることが確認できる上、申立人のほかに 70 名以上の被保険者に

ついても、同様の標準報酬月額の訂正処理が行われている。 

   また、Ａ社において経理を担当していたとする者は、「Ａ社は、平成３

年頃から、社会保険料を滞納していた。」と述べている。 

   これらの事実を総合的に判断すると、社会保険事務所が当該減額処理を

行う合理的な理由は見当たらず、有効な記録の訂正があったとは認められ

ないことから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額を、事業主が当初届

け出た 28 万円に訂正することが必要である。 

   申立期間②について、オンライン記録では、当初、申立人の当該期間の

標準報酬月額は、28 万円と記録されていたところ、申立人のＢ社におけ

る厚生年金保険被保険者の資格喪失日である平成５年 12 月 31 日より後の

６年３月７日付けで、遡って 12 万 6,000 円に引き下げられていることが

確認できる上、申立人のほかに 35 名以上の被保険者についても、同様の

標準報酬月額の訂正処理が行われている。 

   また、Ｂ社の商業登記簿謄本により、申立人は当該訂正処理が行われた

平成６年３月７日の時点では、同社の取締役であったことが確認できるが、

申立人は、当該期間はＤ職の管理職であったと供述しているところ、同社



 

  

の元役員も申立人が厚生年金保険関係の事務には関与していない旨の証言

をしていることから、申立人が当該訂正処理に関与していたとは考え難い。 

   これらの事実を総合的に判断すると、社会保険事務所が当該減額処理を

行う合理的な理由は見当たらず、有効な記録の訂正があったとは認められ

ないことから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額を、事業主が当初届

け出た 28 万円に訂正することが必要である。 

   申立期間③について、雇用保険の記録により、申立人が当該期間にＢ社

に勤務していたことは確認できる。 

   一方、オンライン記録では、申立人のＢ社における厚生年金保険被保険

者の資格喪失日は平成５年 12 月 31 日となっており、同社は同日において

厚生年金保険の適用事業所でなくなっている（以下「全喪」という。）。 

   しかしながら、申立人が資格を喪失した旨の処理及びＢ社の全喪処理は、

平成６年３月７日付けで行われている上、同日において、同社の全喪日以

降に被保険者資格を取得した複数の者の資格取得の記録が取り消されてい

ることが確認できる。 

   これらの事実を総合的に判断すると、申立人について、平成５年 12 月

31 日に資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処

理に係る記録は有効であったとは認められないことから、申立人の被保険

者資格の喪失日は、Ａ社における資格取得日と同日の６年１月１日とする

ことが必要である。 

   また、当該期間に係る標準報酬月額は、申立人のＢ社における平成５年

11 月の訂正処理前の記録から、28 万円とすることが必要である。 

   申立期間④について、申立人と同様に、Ｂ社の被保険者資格を平成５年

12 月 31 日に喪失し、Ａ社の被保険者資格を６年１月１日に取得している

同僚の保管する当該期間のうちの一部期間に係る給与明細書から、オンラ

イン記録における標準報酬月額を超える厚生年金保険料が控除されていた

ことが確認できる。 

   また、上記の給与明細書において確認できる保険料控除額は、当該同僚

のＢ社での訂正処理前の資格喪失時における標準報酬月額に基づく保険料

控除額と一致する。 

   さらに、平成６年 11 月に厚生年金保険料率の改定が行われているとこ

ろ、別の同僚の保管する給与明細書において、当該改定前後における厚生

年金保険料控除額に変更は無く、同額であることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人についても、Ｂ社での訂正処理前

の資格喪失時における標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が控除されて

いたと考えることが自然であり、申立人は、当該期間において、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ



 

  

れていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＢ社における平成

５年 11 月の訂正処理前の記録及び６年 11 月の厚生年金保険料率の改定か

ら、同年１月から同年 10 月までは 28 万円、同年 11 月から７年 10 月まで

は 24 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、同僚の給与明細書から推認される申立人の保険料控除額に見合う

標準報酬月額と社会保険事務所において記録されている標準報酬月額が、

長期間にわたり一致していないことから、事業主は、申立人についても、

保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務所に対し届け出ておらず、

その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、申立人の当該期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間①のうち、昭和 61 年６月１日から平成５年１月１日ま

での期間について、オンライン記録では、申立人の当該期間に係る標準報

酬月額は、それ以前の標準報酬月額と比較して低い額に記録されており、

申立人の預金通帳において、当該期間の一部について、オンライン記録の

標準報酬月額を超える給与の振込みが確認できる。 

   しかし、申立人と同様に、当該期間に係る標準報酬月額が、それ以前の

標準報酬月額と比較して低い額に記録されている同僚が所持する給与明細

書によると、オンライン記録における標準報酬月額を超える給与支給が確

認できるものの、控除されている厚生年金保険料はオンライン記録におけ

る標準報酬月額に基づく保険料であることが確認できる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、遡った減額訂正等の不合理

な処理の形跡は見当たらない。 

   このほか、申立人の当該期間において、申立人が主張する標準報酬月額

に基づく保険料の控除をうかがえる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当該期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4710 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 23 年 10 月１日から 24 年 10 月１日までの期間に

ついて、Ａ社の事業主は、申立人が同年 10 月１日に船員保険被保険者の

資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所(当時)に行ったことが認められ

ることから、申立人の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   また、申立期間のうち、昭和 24 年 10 月 31 日から同年 11 月１日までの

期間について、Ｂ社の事業主は、申立人が同年 11 月１日に船員保険被保

険者の資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められ

ることから、申立人の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 23 年 10 月から 24 年

９月までは 2,000 円、同年 10 月は 4,000 円とすることが妥当である。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20 年 11 月から 23 年７月１日まで 

             ② 昭和 23 年 10 月１日から 24 年 10 月１日まで 

             ③ 昭和 24 年 10 月 31 日から同年 11 月１日まで 

             ④ 昭和 24 年 11 月１日から 25 年９月１日まで 

    私は、昭和 20 年 11 月から 23 年６月 30 日まで「Ｅ」という船で、Ｃ

業務をしていた。また、同年７月１日から 24 年 10 月 31 日まで「Ｆ」

のほか２船舶で、Ｃ業務及びＤ業務をしていた。さらに、同年 11 月１

日から 25 年８月 31 日までＣ業務をしていたので、申立期間①から④ま

でを船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、申立人に係る船員保険被保険者台帳を確認したと

ころ、申立人のＡ社における被保険者資格喪失日は、昭和 24 年 10 月１日

と記載されていることから、同社の事業主は、申立人が同日に船員保険被



 

  

保険者の資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認めら

れる。 

   また、申立期間②の標準報酬月額については、上記被保険者台帳の記録

から 2,000 円とすることが妥当である。 

   申立期間③について、申立人に係る船員保険被保険者台帳を確認したと

ころ、申立人のＢ社における被保険者資格喪失日は、昭和 24 年 11 月１日

と記載されていることから、同社の事業主は、申立人が同日に船員保険被

保険者の資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認めら

れる。 

   また、申立期間③の標準報酬月額については、上記被保険者台帳の記録

から 4,000 円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間①について、申立人が主張する船主及び船舶名が、運輸

省（当時）の日本船名録に記載されていることから、申立人が申立期間①

において船舶に乗り、勤務していたことが推認できる。 

   しかし、当該期間当時、船主及び船舶は船員保険の適用事業所になって

おらず、申立人は、上司である船長は既に死亡しているとしており、また、

船主及び同僚の住所、生年月日等を知らないとしているため、当時の状況

について照会することができない。 

   また、申立人は、船員保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる資料を所持していない。 

   申立期間④について、申立人は、船上で寝起きしながら、Ｃ業務をして

いたと主張しているものの、船員手帳を所持しておらず、船舶名、船長等

も覚えていないことから、勤務実態を確認できない。 

   また、申立人は、船員保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる資料を所持しておらず、船員保険料控除に係る記憶も曖昧

である。 

   このほか、申立人の申立期間①及び④における船員保険料の控除をうか

がわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間①及び④に係る船員保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4711 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 58 年 10 月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を 11 万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年５月１日から同年 10 月１日まで 

    私は、昭和 57 年 10 月８日にＡ社Ｂ事業所に入社し、58 年９月 30 日

まで臨時雇用者として同社Ｂ事業所に継続して勤務していた。しかし、

厚生年金保険の記録によると、同年５月１日に資格喪失となっており、

それ以降、退職までの５か月について欠落期間が生じていることから、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録により、申立人が申立期間においてＡ社Ｂ事業所に継続

して勤務していたことが認められる。 

   また、申立期間当時のＡ社Ｂ事業所の人事担当者は、当社が雇用した臨

時雇用者には、厚生年金保険と雇用保険を一体的に加入させていた旨を証

言している。 

   さらに、オンライン記録及び雇用保険の記録から、Ａ社Ｂ事業所におい

て申立人と同様の勤務形態であった同僚は、厚生年金保険と雇用保険の被

保険者記録が一致していることが確認できる。 

   加えて、申立人が所持する雇用保険受給資格者証の離職時（昭和 58 年

９月 30 日）の賃金日額から算出した賃金月額から判断すると、申立人の

申立期間に係る勤務形態は、申立期間より前の期間との継続性が認められ



 

  

る。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

58 年４月のオンライン記録から、11 万 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4712 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 50 年２月１日に厚生年金保険被保険者資格を

喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったことが認めら

れることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る

記録を同日に訂正し、当該期間の標準報酬月額については、10 万 4,000

円とすることが必要である。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年１月 31 日から同年２月１日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

い。申立期間に異動はあったが継続して勤務していたので、厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び同僚の証言から、申立人が申立期間にＡ社に継

続して勤務していたことが認められる。 

   また、オンライン記録及び健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申

立人のＡ社に係る資格喪失日は昭和 50 年１月 31 日となっているが、厚生

年金基金における申立人の同社に係る記録は、資格喪失日が同年２月１日

であることが確認できる。 

   さらに、申立期間にＡ社が加入した厚生年金基金は、「申立期間当時、

厚生年金保険及び厚生年金基金への届出書は、複写式の様式を使用してい

た。」と回答していることから、同社は、当該厚生年金基金に提出したも

のと同一のものを社会保険事務所に届け出ていたものと考えられる。 

   これらを総合的に判断すると、Ａ社の事業主は、申立人が昭和 50 年２

月１日に被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対して行っ

たと認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における

昭和 49 年 12 月の社会保険事務所の記録及び 50 年１月の企業年金連合会

の加入記録から、10 万 4,000 円とすることが妥当である。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4713 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成５年１月１日から６年６月１日までの期間につい

て、申立人の標準報酬月額は５年１月から同年９月までは 12 万 6,000 円、

同年 10 月から６年５月までは 15 万円であったと認められることから、申

立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録を訂正することが必要である。 

   また、上記期間のうち、平成５年９月及び６年１月から同年３月までの

標準報酬月額については、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められること

から、標準報酬月額に係る記録を５年９月は 15 万円に、６年１月から同

年３月までは 16 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額（５年９月は 12 万 6,000 円、６年１

月から同年３月までは 15 万円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62 年４月１日から平成５年１月１日まで 

             ② 平成５年１月１日から６年６月１日まで 

             ③ 平成６年６月１日から 11 年３月 21 日まで 

    私は、昭和 62 年４月１日に新卒社員としてＡ社に入社し、平成 11 年

３月 20 日まで勤務した。 

    在職中は厚生年金保険の記録を気にしていなかったが、ねんきん特別

便の標準報酬月額と在職時の給与明細書を比べて初めて差異があること

に気付いた。よく調べて、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、オンライン記録によると、申立人のＡ社における

厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、平成５年１月から同年９月までは



 

  

12 万 6,000 円、同年 10 月から６年５月までは 15 万円と記録されていた

ところ、同年４月 26 日付けで８万円に訂正されている上、申立人のほか

にも 60 名以上について同様の訂正が行われていたことが確認できる。 

   また、滞納処分票により、Ａ社が厚生年金保険料を滞納していたことが

確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、平成６年４月 26 日付けで行われた訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所（当時）が行った

当該訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録の訂正があったとは認め

られない。このため、当該訂正処理の結果として記録されている申立人の

当該期間の標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た５年

１月から同年９月までは 12 万 6,000 円、同年 10 月から６年５月までは

15 万円に訂正することが必要であると認められる。 

   また、上記期間のうち、平成５年９月及び６年１月から同年３月までの

標準報酬月額については、申立人が提出した給与明細書から、申立人は、

当該期間において、その主張する標準報酬月額（５年９月は 15 万円、６

年１月から同年３月までは 16 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、事業主が申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、オンライン記録において、当初、平成４年

10 月の定時決定において 12 万 6,000 円、５年 10 月の定時決定において

15 万円と記録されていた当該期間の標準報酬月額が、６年４月 26 日に８

万円に訂正されていたことが確認できるところ、当該定時決定及び同年４

月 26 日付けの遡った標準報酬月額の訂正届のいずれの機会においても、

社会保険事務所が誤った標準報酬月額を記録するとは考え難いことから、

事業主が社会保険事務所の記録どおりに届出を行い、その結果、社会保険

事務所は、申立人の主張する標準報酬月額に見合う保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

   一方、申立期間①について、申立人の提出した給与明細書において確認

できる厚生年金保険料に基づく標準報酬月額は、オンライン記録の標準報

酬月額と同額である。 

   また、申立期間③について、上記の訂正処理を行った日以降の最初の随

時改定（平成６年６月１日）で、申立人の当該期間における標準報酬月額

は９万 8,000 円と記録されているところ、当該処理については上記の訂正

処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所

の処理が不合理であったとは言えない。 

   さらに、申立人の提出した給与明細書において確認できる厚生年金保険



 

  

料に基づく標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と同額である。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び③について、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4714 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社Ｂ事業所における申立人の被保険

者記録のうち、当該期間に係る資格喪失日（昭和 41 年９月１日）及び資

格取得日（昭和 41 年 11 月 30 日）の記録を取り消し、申立期間の標準報

酬月額を４万 2,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年９月１日から同年 11 月 30 日まで 

    私は、昭和 37 年３月にＡ社に入社後、休職等もすること無く平成 10

年３月に定年するまで同社で勤務したが、厚生年金保険の記録では、昭

和 41 年９月１日から同年 11 月 30 日まで被保険者記録が欠落している。

身分は本店に所属し、支店所掌工事に出向し、あくまでも一貫して勤務

していたので、当該期間について厚生年金保険被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、オンライン記録では、Ａ社Ｂ事業所において昭和 41 年９月

１日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失後、同年 11 月 30 日に同社Ｂ事

業所において再度資格を取得しており、申立期間の被保険者記録が無い。 

   しかし、Ａ社から提出された人事個人票及び雇用保険の加入記録により、

申立人は、同社に継続して勤務していたことが認められる上、申立人が所

持している職務経歴書から、申立人は昭和 40 年１月から 45 年 11 月まで

同社Ｂ事業所に継続して在籍していたことが確認できる。 

   また、事業主は、在籍が確認できる従業員から厚生年金保険料を控除し

ていないことは考えにくいと回答している上、申立人は、申立期間におい



 

  

て、同社の従業員が加入していたＣ国民健康保険組合の加入記録が確認で

きる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、同僚のＡ社Ｂ事業所におけ

る標準報酬月額の推移から、申立人の同社Ｂ事業所における昭和 41 年 11

月の社会保険事務所（当時）の記録である４万 2,000 円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、関係書類が無いため確認できな

いが、申立てどおりの届出を行っておらず、保険料も納付していないと考

えられると回答しており、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届

や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記

録することは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの

資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 41 年９月及び同年 10 月の保険料の納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4715 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年９月 30 日から同年 10 月１日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格の喪失日に係る記録を同年 10 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月

額を２万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

             ② 昭和 43 年９月１日から同年 11 月１日まで 

    私は、申立期間①について、昭和 40 年３月５日から同年９月 30 日ま

でＡ社に継続して勤務していたが、同年９月 30 日から同年 10 月１日ま

での厚生年金保険の被保険者記録が欠落しているので、被保険者期間と

して認めてほしい。 

    申立期間②については、昭和 43 年９月１日から同年 10 月 31 日まで

Ｃ社に勤務していたが、その期間全ての厚生年金保険の被保険者記録が

無いので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人の雇用保険の記録及び複数の同僚の証言か

ら、申立人がＡ社に継続して勤務（昭和 40 年 10 月１日に、Ａ社からＢ社

に異動）していたことが確認できる。 

   また、複数の同僚は、「私は、Ｂ社の設立準備室要員として、Ａ社に採

用され、設立と同時にＢ社に移籍した。厚生年金保険料も控除されていた

と思う。」と述べている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を



 

  

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における健康

保険厚生年金保険被保険者原票の昭和 40 年８月の記録から、２万 8,000

円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、Ａ社は当時の資料が無く不明としているが、

事業主が資格喪失日を昭和 40 年 10 月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所（当時）がこれを同年９月 30 日と誤って記録することは考

え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険被保険者の資格喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納入されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る同年９月の保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間②については、申立人の勤務に係る詳細な記憶及び複数

の同僚が「期間は特定できないが、勤務していた。」と述べていることか

ら、申立人がＣ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ｃ社に係る事業所別被保険者名簿から、同社は昭和 46 年１月

14 日に厚生年金保険の適用事業所となっていることが確認でき、当該期

間は適用事業所ではないことが確認できる。 

   また、Ｃ社の代表者及び申立人が記憶している同僚２名も当該期間の同

社に係る厚生年金保険被保険者記録が無い。 

   さらに、上記被保険者名簿において、厚生年金保険の適用事業所となっ

た昭和 46 年１月 14 日に被保険者資格を取得している同僚に照会したとこ

ろ、「Ｃ社が適用事業所となる前から働いていたが、適用事業所となる前

には厚生年金保険料を給与から控除されていなかった。」と述べている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4716 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成８年１月１日から同年７月１日までの期間につい

て、申立人の当該期間における標準報酬月額は、38 万円に訂正すること

が必要である。 

   なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 12 月１日から 11 年４月 21 日まで 

    私がＡ社に入社した平成７年 12 月から 11 年３月までの期間について、

ねんきん定期便の記録と給与明細書の支給額に見合う標準報酬月額が異

なっているので、調査して標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

   申立期間のうち、平成８年１月１日から同年７月１日までの期間につい

て、申立人が所持する給与明細書により、申立人が、当該期間においてオ

ンライン記録の標準報酬月額（36 万円）を超える報酬月額の支払を受け、

当該報酬月額に基づく標準報酬月額（８年１月から同年３月までは 41 万

円、同年４月から同年６月までは 44 万円）より低い標準報酬月額（38 万

円）に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと



 

  

が認められる。 

   したがって、当該期間に係る標準報酬月額については、給与明細書で確

認できる厚生年金保険料控除額から、38 万円とすることが妥当である。 

   一方、申立期間のうち、平成７年 12 月１日から８年１月１日までの期

間については、給与明細書から確認できる厚生年金保険料額に見合う標準

報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よりも高額であるものの、給

与明細書に記載された報酬月額に見合う標準報酬月額はオンライン記録の

標準報酬月額より低額であることが確認できる。 

   また、平成８年７月１日から同年９月１日までの期間及び同年 11 月１

日から９年１月１日までの期間は、給与明細書から確認できる報酬月額又

は保険料控除額に見合う標準報酬月額はオンライン記録の標準報酬月額よ

り低額又は一致していることが確認できる。 

   さらに、平成９年１月１日から同年６月１日までの期間及び 10 年 12 月

１日から 11 年１月１日までの期間は、給与明細書から確認できる報酬月

額及び保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月

額が一致していることが確認できる。 

   加えて、平成９年７月１日から 10 年６月１日までの期間及び同年７月

１日から同年 10 月１日までの期間については、給与明細書から確認でき

る報酬月額に見合う標準報酬月額がオンライン記録の標準報酬月額より高

額であるものの、給与明細書から確認できる厚生年金保険料額に見合う標

準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よりも低額であることが確

認できる。 

   したがって、当該期間に係る標準報酬月額については、特例法による保

険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

   また、申立期間のうち、平成８年９月１日から同年 11 月１日までの期

間、９年６月１日から同年７月１日までの期間、10 年６月１日から同年

７月１日までの期間、同年 10 月１日から同年 12 月１日までの期間及び

11 年１月１日から同年４月 21 日までの期間については、Ａ社は、「当時

の社会保険担当者が既に死亡しているため、不明。」と回答している上、

申立人は給与明細書等の資料を所持しておらず、当該期間の標準報酬月額

を確認できないことから、申立人が当該期間についてその主張する標準報

酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 

   なお、事業主が申立人に係る平成８年１月から同年６月までの厚生年金

保険料の納付義務を履行したか否かについては、事業主は「当時の社会保

険担当者が既に死亡しているため、不明。」としている上、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから明らかでないと判断せ



 

  

ざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額

の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは

認められない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4717 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 41 年８月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年７月 31 日から同年８月１日まで 

    私は、昭和 41 年３月 22 日にＡ社に入社したが、社命により系列企業

のＢ社に勤務することになった。この間、継続して勤務していたにもか

かわらず、異動時期に当たる同年７月 31 日から同年８月１日までの期

間に厚生年金保険被保険者記録の空白が生じている。申立期間を被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び同僚の証言から判断すると、申立人が申立てに

係るグループ会社に継続して勤務し（昭和 41 年８月１日に、Ａ社からＢ

社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

41 年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としているが、事業主が保管する厚生年金資

格取得者台帳に申立人の被保険者資格喪失日が昭和 41 年７月 31 日である

旨が記載されており、また、事業主が資格喪失日を同年８月１日と届け出



 

  

たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年７月 31 日と誤って記録

するとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4718 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 18 年４月１日に厚生年金保険（当時は、労働

者年金保険）の被保険者資格を取得し、21 年４月 21 日に同資格を喪失し

た旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められることから、

当該期間における厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、40 円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18 年４月１日から 21 年４月 21 日まで 

    私は、昭和 18 年４月に学校を卒業と同時に集団就職で、Ａ社（現在

は、Ｄ社）Ｂ工場に入社し、Ｃ職として勤務していた。書類等は無く、

自分の記憶だけであるが、Ａ社Ｂ工場に勤務していたことは確かなので、

調査の上、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、Ａ社Ｂ工場に、集団就職で一緒に、昭和 18 年４月１日に入

社したと名前を挙げた複数の同僚の名前を、労働者年金保険被保険者台帳

索引票で確認できる上、同僚の一人は、申立人が同社Ｂ工場Ｅ部に在籍し

ていたと供述していることから、申立人が申立期間において、同社Ｂ工場

に勤務していたことが認められる。 

   また、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人と同姓同名かつ同一生年月日の者が、昭和 18 年４月１日に被保険

者資格を取得し、21 年４月 21 日に同資格を喪失していることが確認でき

る。 

   これらを総合的に判断すると、上記の被保険者記録は申立人の記録であ

り、事業主は、申立人が昭和 18 年４月１日に厚生年金保険の被保険者資



 

  

格を取得し、21 年４月 21 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務

所に対して行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額は、上記の被保険者名簿から、40 円と

することが妥当である。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4719 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 20 年９月 18 日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得し、22 年５月 31 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

（当時）に行ったことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店に係る

厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 20 年９月から 21 年２

月までは 60 円、同年３月は 70 円、同年４月から同年７月までは 60 円、

同年８月から同年 11 月までは 120 円、同年 12 月から 22 年２月までは

360 円、同年３月及び同年４月は 600 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年９月 18 日から 22 年５月 31 日まで  

    厚生年金保険被保険者記録によると、Ａ社Ｂ支店における記録が無い。

人事台帳の記載のとおり、勤務していたことに間違いないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された申立人の人事台帳により、申立人が申立期間におい

て、同社Ｂ支店に継続して勤務していたことが確認できる。 

   また、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立

人と同姓同名で生年月日が同一の基礎年金番号に統合されていない厚生年

金保険被保険者記録(資格取得日は昭和 20 年９月 18 日、資格喪失日は 22

年５月 31 日)が確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、上記の被保険者記録は申立人の記録であ

り、事業主は、申立人がＡ社Ｂ支店において昭和 20 年９月 18 日に被保険



 

  

者資格を取得し、22 年５月 31 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険

事務所に対し行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、上記の健康保険厚生年金保

険被保険者名簿の記録から、昭和 20 年９月から 21 年２月までは 60 円、

同年３月は 70 円、同年４月から同年７月までは 60 円、同年８月から同年

11 月までは 120 円、同年 12 月から 22 年２月までは 360 円、同年３月及

び同年４月は 600 円とすることが妥当である。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4720 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 24 年４月８日から同年５月１日までの期間につ

いて、申立人は当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社（現在は、

Ｃ社）における厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を同年４月

８日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 3,900 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主が申立人の当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   また、申立期間のうち、昭和 33 年５月２日から同年５月８日までの期

間について、申立人のＣ社Ｄ支社における厚生年金保険被保険者資格の取

得日は同年５月２日と認められることから、申立人の同社Ｄ支社における

厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 24 年４月８日から同年５月１日まで 

             ② 昭和 33 年５月２日から同年５月８日まで 

    私は、Ａ社に昭和 23 年４月１日に入社し、56 年７月５日に退職する

まで継続して勤務していたが、24 年４月８日から同年５月１日までの

期間及び 33 年５月２日から同年５月８日までの期間が厚生年金保険の

被保険者期間となっていない。在職中に勤続 25 年表彰及び定年退職表

彰を受けており、厚生年金保険料は事業主により給与から控除されてい

たはずである。同社発行の人事履歴カードを提出するので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ｃ社発行の人事履歴カード、健康保険の加入記録



 

  

及び雇用保険の加入記録から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し

（昭和 24 年４月８日に、同社本社から同社Ｂ支社に異動）、当該期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支社におけ

る昭和 24 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、3,900 円とする

ことが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は無いことから明らかでないと判断せざるを

得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

   申立期間②について、上記人事履歴カード、健康保険の加入記録及び雇

用保険の加入記録は継続しているが、オンライン記録によると、申立人は

Ｃ社Ｅ支社において昭和 33 年５月２日に厚生年金保険被保険者資格を喪

失し、同社Ｄ支社において同年５月８日に同資格を取得し、被保険者記録

に欠落期間がある。 

   しかし、上記人事履歴カードから、申立人は、Ｃ社Ｅ支社から同社Ｄ支

社に昭和 33 年５月２日に異動していることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人のＣ社Ｄ支社における厚生年金保

険被保険者資格の取得日は昭和 33 年５月２日であると認められることか

ら、同社Ｄ支社における申立人の資格取得日に係る記録を訂正することが

必要である。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4721 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 37 年２月 19 日に厚生年金保険被保険者資格を

喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められ

ることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、２万 2,000 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年２月 18 日から 37 年２月 19 日まで 

    オンライン記録では、Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 36 年２

月 18 日から 37 年２月 19 日までの期間が厚生年金保険の被保険者期間

となっていないが、同社には 35 年１月 15 日から 37 年２月 18 日まで継

続して勤務しており、その後、同社の親会社であるＢ社に異動した。途

中で厚生年金保険の被保険者資格を喪失することはあり得ないので、調

査の上、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の当時の事業主は、「申立人は、グループ会社内の人事異動により

異動しているため、勤務期間に間が空くはずはない。」と供述している上、

申立人は、「Ａ社における後任者は、昭和 37 年２月にＢ社から私と入れ

替わりで異動してきた。」と述べているところ、同社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者原票から、当該後任者は、申立人が同社の厚生年金保険

被保険者資格を取得した 37 年２月 19 日に同資格を喪失し、Ａ社に係る健

康保険厚生年金保険被保険者原票から同年２月 21 日に同資格を取得して

いることが確認できることから、申立人は、申立期間において、同社に継

続して勤務していたことが認められる。 

   また、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票では、申



 

  

立人は、昭和 36 年２月 18 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失している

にもかかわらず、同年 10 月１日に定時決定が行われたことが確認できる

ことから、申立人が同年２月 18 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失す

る旨の届出を事業主が行ったとは考え難い。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が主張する昭和 37 年２月 19 日に

厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を事業主が社会保険事務所

に対して行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、上記の申立人のＡ社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、２万 2,000 円とすること

が妥当である。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4722 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間に係る標

準報酬月額の記録を 53 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年２月１日から５年 11 月 30 日まで 

    私は、Ａ社で昭和 34 年３月から平成５年 11 月まで勤務したが、申立

期間の標準報酬月額の記録が低くなっている。退職後に不当に引き下げ

られており、そのような説明を受けたことは無かったため、調査して標

準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、当初、申立人のＡ社における申立期間に係る

標準報酬月額は、53 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険

の適用事業所でなくなった日（平成５年 11 月 30 日）より後の６年２月

21 日に、遡って 41 万円に訂正されていることが確認できる。 

   また、閉鎖登記簿謄本から申立人が申立期間にＡ社の代表取締役（三

人）の一人であったことが確認できるが、複数の同僚が｢社会保険事務に

関わっていたのは別の者であった。｣と証言している上、同社は平成５年

12 月 21 日に破産宣告し、申立人は６年２月 16 日からＢ社において厚生

年金保険被保険者となっており、いずれも当該訂正処理日である同年２月

21 日より前であることから、申立人が当該訂正処理に関与していたとは

考え難い。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額について有効な記録の訂正があったとは認められず、申立人の申立期

間に係る標準報酬月額は、事業主が当初社会保険事務所に届け出た 53 万

円とすることが必要と認められる。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4723 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 31 年４月 19 日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得し、32 年３月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

（当時）に行ったことが認められることから、申立期間について厚生年金

保険被保険者の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが必

要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、5,000 円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年４月 19 日から 32 年３月１日まで 

    年金事務所の記録によると、中学校を卒業後に就職したＡ社での厚生

年金保険の加入記録が無かった。 

    申立期間当時、給与から厚生年金保険料を控除されていたことを覚え

ているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申し立てているＡ社と名称が類似するＢ社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿に、申立人と同姓同名で、生年月日が一部相違して

いる基礎年金番号に未統合の厚生年金保険被保険者記録（資格取得日は昭

和 31 年４月 19 日、資格喪失日は 32 年３月１日）が確認できる。 

   また、申立人が記憶する同僚は、上記被保険者名簿において、Ｂ社の被

保険者であったことが確認できる上、ほかの同僚は、「申立人は、中学校

を卒業後、Ｂ社に就職し、住み込みで勤務していた。同社には、申立人と

同姓同名の者はいなかった。」と証言していることから、申立人は、申立

期間に同社に勤務していたことが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、上記の被保険者記録は申立人の記録であ



 

  

り、事業主は、申立人が昭和 31 年４月 19 日に厚生年金保険被保険者の資

格を取得し、32 年３月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務

所に対して行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、上記被保険者名簿の記録か

ら 5,000 円とすることが妥当である。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4724 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社本社における厚生年

金保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 25 年９月 29 日に、同社Ｂ

事業所における同資格の取得日に係る記録を 27 年 11 月 14 日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を 25 年９月は 6,000 円、27 年 11 月から 28 年２

月までは 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25 年９月 29 日から同年 10 月 10 日まで 

             ② 昭和 27 年 11 月 14 日から 28 年３月１日まで 

    夫は、昭和 24 年４月 27 日にＡ社（現在は、Ｃ社）に入社し、平成４

年に退職するまで、同社に継続して勤務していたにもかかわらず、申立

期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い。当該期間については、

それぞれ同社本社（Ｄ工場）及び同社Ｂ事業所に勤務していたので、厚

生年金保険の被保険者期間であったことを認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、事業主から提出された在籍期間証明書、申立人が

所持している給与支給明細書等及び社員名簿から判断すると、申立人はＡ

社に継続して勤務し（申立期間①は、昭和 25 年９月 29 日に同社Ｂ事業所

から同社本社に異動、申立期間②は、27 年 11 月 14 日に同社本社から同

社Ｂ事業所に異動）、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 



 

  

   また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社におけ

る昭和 25 年 10 月の社会保険事務所（当時）の記録から 6,000 円、申立期

間②の標準報酬月額については、申立人の同社Ｂ事業所における 28 年３

月の社会保険事務所の記録から 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立期間①及び②に係る申立人の厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほ

かに確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4725 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保

険被保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 56 年４月 18 日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を 26 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては､明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年３月 18 日から同年４月 18 日まで 

    私は、昭和 43 年１月 10 日にＢ社（後のＡ社。現在は、Ｃ社）に入社

し、平成 12 年４月１日まで継続して勤務していたが、昭和 56 年３月

18 日から同年４月 18 日までのＡ社における厚生年金保険の被保険者記

録が無い。申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｃ社が保管する職員カード及び事業主が申立人に

発行した当該事業所の個人情報台帳から、申立人が申立期間においてＡ社

に勤務していたことが確認できる。 

   また、事業主は、「職員カードにおいて、昭和 56 年３月から同年４月

までに、申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失するような発令事項は

無く、申立期間の前後の期間と同様に、申立人の給与から厚生年金保険料

を控除していたと思われる。」と回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

56 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、26 万円とすることが妥

当である。 



 

  

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては､事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4726 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成３年 12 月１日から５年 10 月１日までの期間につ

いて、事業主が社会保険事務所(当時)に届け出た申立人の標準報酬月額は、

申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間

の標準報酬月額に係る記録を３年 12 月から４年９月までは 26 万円、同年

10 月から５年９月までは 30 万円に訂正することが必要である。 

   申立期間のうち、平成５年 10 月１日から７年７月 16 日までの期間につ

いて、当該期間の標準報酬月額に係る記録を５年 10 月から６年５月まで

は 20 万円、同年６月から同年 10 月までは 26 万円、同年 11 月から７年６

月までは 22 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、平成５年 10 月から７年６月までの期間について、上

記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 12 月１日から７年７月 16 日まで 

    Ａ社に事務員として勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月

額が 11 万 8,000 円に引き下げられているが、当時受け取っていた給与

の額と相違している。給与明細書の一部があるので、標準報酬月額を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成３年 12 月１日から５年 10 月１日までの期間につ

いて、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、当初、３年

12 月から４年９月までは 26 万円、同年 10 月からは 30 万円と記録されて

いたが、５年３月 29 日付けで、申立人を含む 69 名の標準報酬月額の記録

が遡及して引き下げられており、申立人の標準報酬月額については、11



 

  

万 8,000 円に訂正され、当該訂正処理を行った日以降の最初の定時決定

（５年 10 月１日）まで継続していることが確認できる。 

また、Ａ社の元経理担当者は、「当時のＡ社の社会保険料の滞納額は、

約 3,000 万円であった。社会保険事務所に経営状況の説明と保険料の納付

計画を提出する中で、保険料を安くして納める指導を受けた。」と供述し

ている。 

これらを総合的に判断すると、平成５年３月 29 日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該

遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認めら

れない。このため、当該処理訂正の結果として記録されている申立人の３

年 12 月から５年９月までの標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た３年 12 月から４年９月までは 26 万円、同年 10 月から５年

９月までは 30 万円に訂正することが必要と認められる。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成５年

10 月１日）で 11 万 8,000 円と記録されているところ、当該処理について

は上記の訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社

会保険事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

申立期間のうち、平成５年 10 月１日から７年７月 16 日までの期間につ

いて、申立人の所持するＡ社の給与明細書より、当該期間においてオンラ

イン記録により確認できる標準報酬月額（11 万 8,000 円）を超える報酬

月額（約 26 万円から 33 万円）の支払を受け、報酬月額より低い標準報酬

月額に見合う厚生年金保険料（平成５年 10 月から６年５月までの期間は

20 万円、同年６月から同年 10 月までの期間は 26 万円、同年 11 月から７

年６月までの期間は 22 万円に見合う保険料）を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われることから、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人が所持す

る給与明細書記載の保険料控除額から、平成５年 10 月から６年５月まで

は 20 万円、同年６月から同年 10 月までは 26 万円、同年 11 月から７年６

月までは 22 万円に訂正することが必要である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、給与明細書において確認できる報酬月額又は保険料控



 

  

除額に見合う標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事

業主は給与明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報

酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に

見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、上記訂正後

の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4727 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の取得日に係る記録を昭和 47 年２月 29 日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を同年２月から同年 12 月までは３万 6,000 円、48 年１月

から同年 12 月までは５万 2,000 円、49 年１月及び同年２月は７万 6,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年２月 29 日から 49 年３月８日まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険被保険者記

録が無い。昭和 46 年から 49 年までの社員旅行の写真及び昭和 49 年度

の住民税特別徴収税額通知書を提出するので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者資格記録、社員旅行の写真、昭和 49 年度の住民税

特別徴収税額通知書及び複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、申

立期間においてＡ社に勤務していたことが認められる。 

   また、申立期間のうち、申立人が提出した昭和 49 年度の住民税特別徴

収税額通知書から、48 年１月から同年 12 月までの期間の厚生年金保険料

が給与から控除されていることが認められる上、申立期間において、厚生

年金保険料が控除されていることが確認できる給与明細書を所持している

複数の同僚が確認できる。 

   一方、社会保険事務所（当時）の記録では、当該事業所は、昭和 41 年

11 月 16 日付けで申立期間当時の厚生年金保険法第６条第２項の規定によ



 

  

り任意適用事業所となっていることが確認でき、47 年２月 29 日付けで、

移転による社会保険事務所の管轄の変更を理由に厚生年金保険の適用事業

所でなくなった後、49 年３月８日付けで再度、任意適用事業所となって

おり、申立期間は適用事業所となっていないが、申立期間当時、移転のた

め管轄社会保険事務所が変わる場合には、一旦適用事業所でなくする手続

をとり、移転先の管轄社会保険事務所において新規適用の手続をとる必要

があったところ、当該事業所は、移転先における新規適用の届出を遅延し

ていたものと考えられる。  

   さらに、申立期間当時の厚生年金保険法第８条第２項において、任意適

用事業所を適用事業所でなくするためには、被保険者の４分の３以上の同

意を得て都道府県知事の認可を受けなければならないと規定しているとこ

ろ、健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人と同様に昭和 47

年２月 29 日付けで厚生年金保険被保険者資格を喪失していることが確認

できる複数の同僚から、「適用事業所でなくなったことや、在職中に厚生

年金保険の資格を喪失する旨の説明は受けておらず、適用事業所でなくな

った日以降も、継続して勤務し、業務内容及び勤務形態の変更はなかった。

厚生年金保険料は控除されていたと思う。」と供述していることから、上

記の被保険者の同意が無かったものと推認できる上、社会保険事務所の記

録からも、当該同意があった事実は確認できず、申立期間において、複数

の同僚について給与から厚生年金保険料が控除されていたことからみても、

当該事業所は、事業所移転時において、厚生年金保険の適用事業所でなく

する意思は無かったものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間は、当該事業所が、適用事業所ではなくなっ

た昭和 47 年２月 29 日以降の期間であるものの、被保険者の利益保護の観

点から規定された厚生年金保険法第８条第２項の趣旨に加え、当該期間に

おいても、当該事業所は、上記同僚の供述のとおり事業活動を継続してい

たことから判断すると、当該期間に申立人の給与から控除されていた厚生

年金保険料については、任意適用事業所であった期間における場合と同様

の取扱いとすべきものと考えられる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

47 年１月の社会保険事務所の記録から、同年２月から同年 12 月までは３

万 6,000 円、申立人が提出した昭和 49 年度住民税特別徴収税額通知書の

社会保険料控除額から、48 年１月から同年 12 月までは５万 2,000 円、申

立人の同社における 49 年３月の社会保険事務所の記録から、同年１月及

び同年２月は７万 6,000 円とすることが妥当である。 



 

  

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、申立人の申立期間において適用

事業所でなかったため、申立てどおりの届出は行っておらず保険料の納付

は行っていないと回答していることから、申立人の申立期間に係る厚生年

金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4728 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 23 年９月 30 日に厚生年金保険被保険者資格を

喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められ

ることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 22 年９月から 23 年７

月までは 600 円、同年８月は 3,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22 年９月１日から 23 年９月 30 日まで 

    私は、昭和 23 年９月 29 日にＡ社を退職したが、厚生年金保険被保険

者記録では、22 年９月１日に資格を喪失したことになっているので、

調査の上、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の詳細な記憶から、申立人が申立期間においてＡ社に継続して勤

務していたことが認められる。 

   一方、オンライン記録では、申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者

資格の喪失日は昭和 22 年９月１日となっているが、申立人の同社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、23 年８月１日に標準報酬月額

の改定が行われた記載が確認でき、事業主が申立人の資格喪失日を 22 年

９月１日と届け出たとは考え難い。 

   また、当該被保険者名簿では、申立人を含む多数の者の資格喪失日欄が

空白となっており、これらの者のうち、オンライン記録で資格喪失日が確

認できた２名は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった昭和

23 年９月 30 日（以下｢全喪日｣という。）が資格喪失日であることが確認

できる。 

   さらに、当該被保険者名簿において、資格喪失日が記載されている者に



 

  

ついては、全て、喪失日が全喪日以外の日付であることが確認できる。こ

のことについて、Ａ社を管轄する年金事務所は、被保険者名簿に資格喪失

日の記載が無い場合は、全喪日をもって被保険者資格を喪失したと考える

のが一般的であると回答している。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、昭和 23 年９月 30 日に被保険

者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、上記の被保険者名簿の記録

から、昭和 22 年９月から 23 年７月までは 600 円、同年８月は 3,000 円と

することが妥当である。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4729 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 21 万円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17 年８月５日 

    Ａ社で支給された賞与のうち、平成 17 年８月５日に支給された賞与

が年金記録に反映されていないので、厚生年金保険被保険者記録を訂正

してほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の記録では、申立期間に係

る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計

算の基礎となる被保険者期間とならない期間とされている。 

   しかしながら、Ａ社が保管する賞与明細一覧表及び申立人が所持する賞

与明細書から、申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額

(21 万円)に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時に賞与支払届の提出を行っておらず、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、訂正の届出を行った

と回答していることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立

期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

  

神奈川厚生年金 事案 4730 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金

保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 44 年３月 17 日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年３月 17 日から同年４月 17 日まで 

    夫は、昭和 27 年５月 15 日から平成５年４月 30 日に退職するまで、

Ａ社に継続して勤務していた。昭和 44 年３月 17 日付けで同社本社から

同社Ｂ支店に転勤した際の１か月が厚生年金保険の被保険者期間となっ

ていない。同年３月 17 日付けの辞令書を提出するので申立期間を被保

険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び事業所提供の職員原簿から判断すると、申立人

がＡ社に継続して勤務し（昭和 44 年３月 17 日に、同社本社から同社Ｂ支

店へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 44 年４月の

Ａ社Ｂ支店における社会保険事務所（当時）の記録から、６万円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務を履

行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認でき



 

  

る関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

 



 

  

神奈川国民年金 事案 4880 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 17 年 10 月から 18 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 17年 10月から 18年２月まで 

時期は不明だが、私の両親が私の国民年金の加入手続を行った。申立期

間は、半額免除の承認期間であり、平成 18 年頃、知人と会った際に近隣に

あった社会保険事務所（当時）へ行き、当該期間の国民年金保険料の納付

書を作成してもらい、その場で半額免除の保険料及び追納の保険料を全て

納付したことを憶
おぼ

えている。申立期間が未納で保険料を納付していないと

されていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号導入以降の期間であり、基礎年

金番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていた状況下

において、申立期間の記録管理が適切に行われていなかったとは考えにくい。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したとする平成 18 年分の

確定申告書は存在するものの、同年は所得控除額を記載する必要がなかった

ため、社会保険料控除欄に保険料額の記載は無く、申立人が主張する保険料

の納付について確認することができない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿等）が無い上、口頭意見陳述においても具体的な納付を裏付

ける新しい証言や証拠を得ることができなかった。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4881 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年５月から 42 年３月までの期間、53 年 10 月、54 年４月

から 56 年３月までの期間、同年７月から 58 年３月までの期間及び 59 年６月

から 60 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 39年５月から 42年３月まで 

② 昭和 53年 10月 

③ 昭和 54年４月から 56年３月まで 

④ 昭和 56年７月から 58年３月まで 

⑤ 昭和 59年６月から 60年３月まで 

私は、Ａ学校卒業後に、自宅でＡの仕事を始めたので、昭和 39 年５月頃

に、区役所で国民年金の加入手続を行った。 

加入手続後の国民年金保険料については、当初は集金人に毎月納付し、

その後は納付書により近くの銀行で納付していたにもかかわらず、申立期

間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 39 年５月頃に国民年金の加入手続を行ったと主張している

が、申立人の国民年金手帳記号番号は、未加入者を対象とした職権適用分の

番号として 42 年９月に払い出されていることが確認でき、申立内容と合致

しない上、申立期間の始期から手帳記号番号の払出時期まで同一の市区町村

内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出されるとは考えにくく、その

形跡も見当たらない。 

   また、申立人は、国民年金保険料を毎月納付してきたと主張し、厚生年金

保険から国民年金に切り替わるたびに手続を行ってきたとも述べている。し

かし、国民年金被保険者名簿及び特殊台帳では、昭和 42 年度の保険料をま

とめて過年度納付していることに加え、オンライン記録では、平成９年４月



 

  

までは申立期間③及び④は、その間の期間も含めて未納とされていた期間で

あり、同年同月に昭和 56 年４月から同年６月までの厚生年金保険の記録が

判明したことにより申立期間③と④の間の期間に適切な加入手続が採られて

いれば行われることのない追加処理がなされているなど、申立内容には齟齬
そ ご

がみられる。 

   さらに、申立期間は５回に及び、これだけの回数の事務処理を行政側が誤

ることも考え難い。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4882 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年７月及び平成 15 年２月の国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 56年７月 

② 平成 15年２月 

申立期間①について、私は、昭和 56 年７月頃、それまで勤めていた会社

を退職し、市役所で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付し

た。 

また、申立期間②について、私は、平成 14 年 11 月にそれまで勤めてい

た会社を退職後、町役場で、厚生年金保険から国民年金への切替手続を行

い、国民年金保険料は、時期や金額は定かではないが、同役場で、納付書

に現金を添えてまとめて納付したか、口座振替により納付したかのどちら

かであったと思う。 

私は、申立期間①及び②について、手続を適切に行い、国民年金保険料

を納付したにもかかわらず、未納又は未加入となっていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、昭和 56 年７月頃、それまで勤めていた会

社を退職し、市役所で国民年金の加入手続を行い、当該期間の国民年金保険

料を納付したと述べているが、申立人の所持している年金手帳の資格記録欄

の被保険者資格取得日には、56 年８月１日と記載されている上、オンライン

記録及び国民年金被保険者名簿でも当該期間に係る加入の記録が見当たらな

いことから、当該期間は国民年金の未加入期間であり、保険料を納付するこ

とができない期間である。 

   また、申立期間①当時、申立人に対して既に払い出されていた国民年金手

帳記号番号とは別の手帳記号番号が払い出されたことにより、当該期間の国



 

  

民年金保険料が納付された可能性も精査したが、別の手帳記号番号が払い出

された形跡は見当たらなかった。 

   さらに、申立期間②について、申立人は、国民年金保険料を当時居住して

いた住所地の町役場で、納付したと思うと述べているが、当該期間は、保険

料の収納事務が国に一元化された平成 14 年４月以降の期間であり、町役場

では保険料を収納することができない。 

   加えて、申立期間②は、平成９年１月の基礎年金番号導入後の期間であり、

同番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図られていることか

ら、同期間の記録管理が適切に行われていなかったとは考え難い。 

   その上、申立人が、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4883 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年３月から３年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成２年３月から３年３月まで 

私の国民年金については、私の母親が加入手続及び国民年金保険料の納

付を行ってくれた。母親は、国民年金の加入手続を行った記憶は無いが、

私が 20 歳になり、国民年金の加入義務が生じたので、集金人が来るように

なったと思う。保険料については、母親が集金人に毎月納付していたはず

である。 

私の年子の妹は、平成３年＊月に 20 歳になったときから、国民年金保険

料は納付済みになっている。母親によれば、当初は私だけの保険料の納付

が始まり、その後、妹の保険料を一緒に集金人に納付することになったと

聞いている。 

私の年金手帳には、国民年金について「初めて上記被保険者となった

日」が平成３年４月１日とされているが、間違っている。申立期間が国民

年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付し

たとする申立人の母親は、集金人が来るようになったので、保険料の納付を

開始したことを憶
おぼ

えていると述べるにとどまり、申立人が 20 歳となった平

成２年＊月頃に国民年金の加入手続を行ったか定かではないとするなど記憶

が曖昧であり、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、20 歳以上の学生について国民年金への加入が義務付けられたのは、

平成３年４月からであり、これに合わせて申立人は同年同月１日に国民年金

の被保険者資格を取得したことがうかがえるとともに、申立人が国民年金の

加入手続を行った時期についても、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出



 

  

された時期に近い同年５月前後と考えられ、その時点では、被保険者資格を

取得した同年４月に遡って国民年金保険料を納付することはできるものの、

任意加入期間となる同年３月以前の申立期間については、制度上、遡って被

保険者資格を取得することはできず、保険料を納付することもできない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付するには、別の国民年

金手帳記号番号が払い出される必要があるが、申立期間の前後を通じて同一

区内に居住していた申立人に対して、別の手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情は見当たらず、その形跡も認められない。 

   加えて、申立人は、その母親が、申立人の妹が 20 歳となった平成３年＊月

から、国民年金保険料の納付を開始していたので、申立人についても同様に

20 歳となった２年＊月から保険料の納付を開始していたはずであると述べて

いる。しかし、前述のとおり、20 歳以上の学生について、国民年金への加入

が義務化されたのは、３年４月からであり、この後に 20 歳となった申立人

の妹については、20 歳から国民年金への加入義務があったが、申立期間当時、

学生であった申立人については、国民年金に加入することが任意であったこ

とから、申立人の母親が申立人を国民年金に加入させていなかったとしても

不自然とまでは言えない。 

   その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、口頭意見陳述によっても新たな証

言や証拠を得ることができず、ほかに申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4884 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年４月から 52 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から 52年７月まで 

申立期間当時、夫の勤務先に厚生年金保険が無かったため、結婚した昭

和 51 年４月に、私が、区役所で、夫婦二人分の国民年金の加入手続を行っ

た。 

その後、私が、郵送されてきた納付書により、区役所か金融機関で、国

民年金保険料を納付していた。 

私は、国民年金保険料を納付していたにもかかわらず、申立期間が、未

加入期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、結婚した昭和 51 年４月に、夫婦二人分の国民年金の加入手続を

行ったとしているが、申立人が申立期間後に転居先の区の被保険者名簿及び

申立人夫婦の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入者の加入手続日

から、申立人は、52 年 10 月に、同区で国民年金の加入手続を行ったと推認

され、申立人の主張とは一致しない。 

   また、申立人は、申立期間後に転居先の区で、転入した旨を届け出た際に、

申立期間の国民年金保険料を、前住所地で納付していたことを示す領収書を

提出したか、あるいは保険料を納付していた旨を同区職員に伝えたとしてい

るが、同区が、申立人がその時点において既に国民年金に加入し、従前の手

帳記号番号により保険料を納付していることを確認しておきながら、新たな

手帳記号番号を夫婦連番で払い出すことは考えにくいことに加え、別の手帳

記号番号が払い出された形跡も確認できず、当該期間は、当時、未届けによ

る未加入期間であり、保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関



 

  

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4885 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年４月から 52 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から 52年７月まで 

申立期間当時、私の勤務先に厚生年金保険が無かったため、結婚した昭

和 51 年４月に、妻が、区役所で、夫婦二人分の国民年金の加入手続を行っ

た。 

その後、妻が、郵送されてきた納付書により、区役所か金融機関で、国

民年金保険料を納付していた。 

私は、国民年金保険料を納付していたにもかかわらず、申立期間が、未

加入期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、結婚した昭和 51 年４月に、その妻が、申立人夫婦の国民年金の

加入手続を行ったとしているが、申立人が申立期間後に転居先の区の被保険

者名簿及び申立人夫婦の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入者の

加入手続日から、申立人は、52 年 10 月に、同区で国民年金の加入手続を行

ったと推認され、申立人の主張とは一致しない。 

   また、申立人の妻は、申立期間後に転居先の区で、転入した旨を届け出た

際に、申立人の申立期間の国民年金保険料を、前住所地で納付していたこと

を示す領収書を提出したか、あるいは保険料を納付していた旨を同区職員に

伝えたとしているが、同区が、申立人がその時点において既に国民年金に加

入し、従前の手帳記号番号により保険料を納付していることを確認しておき

ながら、新たな手帳記号番号を夫婦連番で払い出すことは考えにくいことに

加え、別の手帳記号番号が払い出された形跡も確認できず、当該期間は、当

時、未届けによる未加入期間であり、保険料を納付することはできなかった

と考えられる。 



 

  

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4886 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年２月から 51 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 48年２月から 51年 10月まで 

子どもが生まれた昭和 51 年＊月頃に、夫が、私の国民年金の加入手続を

行い、そのときに、申立期間の国民年金保険料を遡って一括で納付してく

れたと聞いている。 

昭和 61 年４月に、第３号被保険者制度が創設したときにも、私の国民年

金保険料は、未納が無いように全て納付してあると、再度、夫から聞いて

いる。 

申立期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 51 年＊月頃に、その夫が、申立人の国民年金の加入手続を

行い、申立期間の国民年金保険料を遡って一括で納付してくれたと主張して

いるが、申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与し

ておらず、申立人の国民年金の加入手続等を行ったとするその夫は既に他界

していることから、申立期間当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付状

況は不明である。 

   また、申立人は、昭和 51 年＊月に、国民年金に任意加入していることが、

申立人が所持する年金手帳及びオンライン記録により確認でき、制度上、任

意加入者は、加入手続を行った月からしか国民年金保険料を納付することが

できないことから、申立人の夫が、申立期間の保険料を遡って納付したとは

考え難い。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4887 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年４月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年４月から 50年３月まで 

私は、昭和 49 年頃、母親から 20 歳まで遡って国民年金保険料を納付で

きるのは今年が最後と言われたため、私の妻が区役所で夫婦二人分の国民

年金の加入手続を行うとともに、その場で保険料を遡ってまとめて納付し

た。妻は憶
おぼ

えていないが、私は、雨が降っていた春頃、仕事を終えて帰る

途中に偶然会った妻から、保険料をまとめて納付してきた帰りであると聞

いたことを憶
おぼ

えている。 

妻は、区役所で夫婦二人が 20 歳のときまで遡って納付する国民年金保険

料を計算してもらい、納付したとしている。総額については、16 万円か 17

万円程度であり、１か月当たり 900 円だったことは憶
おぼ

えている。指示され

たとおりの額を現金で一括納付したはずなのに、申立期間の保険料が未納

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 49 年頃、その妻が区役所で夫婦二人分の国民年金の加入手

続を行うとともに、20 歳のときまで遡って、申立期間の国民年金保険料を一

括納付したと主張している。しかし、夫婦の国民年金の加入手続時期は、夫

婦連番で払い出された国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された任意

加入被保険者の資格取得日などから、51 年３月であると推認されることから、

申立人の主張と一致しない。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を一括納付するに当たっては、

保険料月額は 900 円であったと述べており、その額は第２回特例納付におけ

る保険料月額と一致する。しかし、夫婦が国民年金の加入手続を行ったと推

認される昭和 51 年３月時点では、第２回特例納付の実施期間は 50 年 12 月



 

  

で既に終了していることから、申立人が第２回特例納付を利用して申立期間

の保険料を遡って納付することができないことに加え、申立期間の大半は時

効により保険料を納付することはできない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を第２回特例納付の実施期間

中に特例納付するには、遅くとも実施期間の終期である昭和 50 年 12 月まで

に国民年金に加入し、別の国民年金手帳記号番号が払い出される必要がある

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていた形跡は見当たらないこと

に加え、夫婦二人分の保険料を 20 歳まで遡ってまとめて納付したとする申

立人の妻自身についても、20 歳到達時点の 45 年＊月から 50 年３月までの保

険料は未納となっていることから、申立人が申立期間の保険料を納付してい

たとは考えにくい。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4888 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年５月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 55年５月から 60年３月まで 

私は、それまで勤めていた会社を昭和 55 年４月 30 日に退職し、翌日の

同年５月１日に国民年金の加入手続を行った。その後、国民年金保険料は、

私の妻が、妻自身の保険料と一緒に納付してくれていた。私は、一緒に納

付してくれた妻は、申立期間の保険料が納付済みとなっているのに、私の

同期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職した翌日の昭和 55 年５月１日に、国民年金の加入手

続を行ったと述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の

任意加入者の被保険者資格取得日から、申立人が国民年金の加入手続を行っ

たのは、60 年６月頃と推認され、申立内容と合致せず、申立人は、申立期間

から国民年金の加入手続が行われたと推認される時期を通じて同一区内に居

住しており、別の手帳記号番号が払い出されているとは考えにくく、その形

跡も見当たらない。 

   また、申立人が国民年金の加入手続を行ったと推認される昭和 60 年６月の

時点においては、申立期間の国民年金保険料を納付するには、過年度納付す

るほかないが、申立人の保険料を納付したとするその妻は、１年以上の期間

の保険料を遡って納付したことは無かったと述べている上、同加入手続時点

において、当該期間の過半は、時効により納付することができない期間であ

る。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4889 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年 10 月から 43 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42年 10月から 43年９月まで 

私は、昭和 42 年９月に会社を退職した後に、国民年金の加入手続を行っ

た記憶は無いが、自宅に、国民年金保険料の集金人が来ていたので、元夫

と二人分の保険料を納付していたと思う。集金人に納付していた保険料額

の記憶は無いが、申立期間が国民年金の未加入期間とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 42 年９月に会社を退職した後に、国民年金の加入手続を行

った記憶は無いが、自宅に国民年金保険料の集金人が来ていたので、申立人

及びその元夫の二人分の保険料を納付していたと主張しているが、国民年金

の加入手続を行っていないにもかかわらず、集金人に保険料を納付すること

ができたとは考え難い上、申立人は、納付金額についての記憶が無いことか

ら、申立期間当時の保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる形跡は見当たらない上、オンライン記録でも、申立人が申立期間当時、

国民年金に加入していた記録は見当たらないことから、申立期間は国民年金

の未加入期間で、国民年金保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4890 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年 11 月から 48 年３月までの期間及び同年 12月から 50 年

６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 43年 11月から 48年３月まで 

② 昭和 48年 12月から 50年６月まで 

私は、国民年金に加入した当初、国民年金保険料を納付していなかった

が、昭和 48 年 12 月に飲食店を開業してしばらくした後、店に集金人が訪

ねて来るようになったことから、申立期間①及び②の国民年金保険料を、

私の夫の分と一緒に遡ってその集金人に納付したことを記憶している。申

立期間①及び②が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年 12 月に飲食店を開業してしばらくした後、店に訪ね

て来た集金人に申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したと主張してい

るが、保険料の納付を開始した時期及び納付金額については記憶が定かでは

ないとしていることから、保険料の納付状況に不明な点がある。 

   また、申立人は、申立期間①及び②の国民年金保険料については遡って納

付したと主張していることから、その納付は、過年度納付あるいは特例納付

の方法により行わなければならないが、申立期間当時、申立人が居住してい

た市の集金人は、現年度保険料のみを取り扱っていたことが確認できること

から、申立人の主張は、当時の制度と一致しない。 

   さらに、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4891 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年 11 月から 48 年３月までの期間及び同年 12月から 49 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 43年 11月から 48年３月まで 

② 昭和 48年 12月から 49年３月まで 

私は、国民年金に加入した当初、国民年金保険料を納付していなかった

が、昭和 48 年 12 月に飲食店を開業してしばらくした後、店に集金人が訪

ねて来るようになったことから、申立期間①及び②の国民年金保険料を、

私の妻の分と一緒に遡ってその集金人に納付したことを記憶している。申

立期間①及び②が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年 12 月に飲食店を開業してしばらくした後、店に訪ね

て来た集金人に申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したと主張してい

るが、保険料の納付を開始した時期及び納付金額については記憶が定かでは

ないとしていることから、保険料の納付状況に不明な点がある。 

   また、申立人は、申立期間①及び②の国民年金保険料については遡って納

付したと主張していることから、その納付は、過年度納付あるいは特例納付

の方法により行わなければならないが、申立期間当時、申立人が居住してい

た市の集金人は、現年度保険料のみを取り扱っていたことが確認できること

から、申立人の主張は、当時の制度と一致しない。 

   さらに、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4892 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年 11 月から 61 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 58年 11月から 61年６月まで 

私は、昭和 62 年７月頃、結婚を契機に私の母親と一緒に市役所の行政セ

ンターで国民年金の加入手続を行った。それまで国民年金保険料を納付し

ていなかったが、「娘の保険料を全部納付し、将来年金が満額もらえるよ

うにしておきたい。」と言う母親に勧められ、加入手続と同時に 20 歳から

国民年金第３号被保険者になるまでの期間の保険料を一括で納付した。保

険料を納付したのは１回であり、私の母親が８万円台の保険料を全額負担

してくれた。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人及び申立人の国民年金保険料を負担したとするその母親（以下「申

立人等」という。）は、遡って保険料を納付したのは国民年金の加入手続を

行った昭和 62 年７月頃の１回であり、その金額は８万円台であったとして

いる。 

   しかし、オンライン記録によると、昭和 63 年９月に、61 年８月から 62 年

６月までの国民年金保険料を一括で過年度納付していることが確認できるも

のの、申立人等が納付したと主張する時期とは一致せず、その期間の保険料

は８万 6,100 円であるため、申立人等が納付したとする金額と 概
おおむ

ね一致し

ていることから、一括で納付したとするのは当該期間の保険料と考えられ、

申立期間の保険料まで納付したとは考えにくい。 

   また、上記のとおり、オンライン記録上、申立人の国民年金保険料が一括

で過年度納付されている昭和 63 年９月の時点においては、申立期間は時効

により、保険料を納付することができない上、申立人が当該期間の保険料を



 

  

納付したとする 62 年７月の時点においても、同理由により、当該期間の過

半は保険料を納付することができない期間であり、当該期間の保険料を納付

するためには、特例納付制度を利用するほかないが、どちらの時期も同制度

の実施時期ではない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4893 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年 10 月から 61 年３月までの期間及び 63 年８月から同年

10 月までの期間の付加保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 45年 10月から 61年３月まで 

② 昭和 63年８月から同年 10月まで 

私は、昭和 36 年４月に国民年金に加入し、国民年金保険料を納付してい

たが、45 年頃、区役所又は社会保険事務所（当時）の職員が付加年金への

加入の勧誘を行っていたので、加入手続を行い、付加保険料を含めて国民

年金保険料を納付していたはずである。 

申立期間①及び②の付加保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、付加年金制度が発足した昭和 45 年頃、付加年金の加入手続を行

い、付加保険料を含めて国民年金保険料を納付していたと主張しているが、

申立人自身は高齢のため当時の状況を確認できないことから、申立期間①及

び②当時の付加年金の加入状況及び付加保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人が申立期間①及び②当時居住していた市が保管している国民

年金被保険者収滞納一覧表及び特殊台帳には、申立期間①及び②の定額保険

料を納付した記録はあるものの、付加年金の加入及び付加保険料の納付を示

す記載は見当たらない。 

   さらに、申立期間①及び②は、合計 189 か月にも及び、かつ、申立人は、

申立期間①及び②について、二つの異なる区に居住しており、これだけの長

期間にわたる事務処理を複数の行政機関が続けて誤るとは考え難い。 

   加えて、申立人が申立期間①及び②の付加保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間①及び②の付



 

  

加保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4894 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年８月から 47 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年８月から 47年 12月まで 

私は、私の父親に勧められたことから、昭和 36 年８月頃に、町役場で私

の国民年金の加入手続を行った。申立期間の国民年金保険料については、

私が同役場で納付していた。申立期間が未加入で保険料を納付していない

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 36 年８月頃に国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民

年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番

号は 47 年 12 月以降に払い出されている上、申立人が居住していた町の国民

年金被保険者名簿によると、申立人は、48 年１月１日に国民年金に任意加入

していることが確認でき、申立期間は遡って保険料を納付することができな

い期間であることから、申立人の主張と一致しない。 

   また、オンライン記録によると申立期間は未加入期間であることから、国

民年金保険料を納付することができない期間である上、申立人は、申立期間

以前から国民年金手帳記号番号の払出時期を通じて同一町内に居住しており、

申立人に別の手帳記号番号が払い出された事情も見当たらない。 

   さらに、申立期間は 137 か月に及び、これだけの長期間にわたる事務処理

を同一の行政機関が続けて誤ることも考えにくい。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4895 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年４月から 38 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 38年３月まで 

私が 20 歳に到達した際、私の父親が私の国民年金の加入手続を行った。

申立期間の国民年金保険料については、詳細は定かではないが、父親が納

付していたはずであり、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父親が申立人の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国

民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人は、国民年金の加入

手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立期間当時、父親とは同居

していなかった上、その父親は既に他界していることから、保険料の納付状

況が不明である。 

   また、申立人の戸籍の附票によると、申立人は申立期間当初に、それまで

住民登録のあったＡ町からＢ町に住民票を異動しているが、Ａ町の被保険者

名簿には、当該時期に国民年金の住所変更手続を行った旨の記載は認められ

ない上、Ｂ町において、申立人の被保険者名簿は存在しない。 

   さらに、申立人の母親の国民年金手帳記号番号は、Ａ町で申立人と連番で

払い出されていることが確認できるが、その母親も、申立人と同様に申立期

間の国民年金保険料が未納となっており、申立期間後に転居したＣ市の被保

険者名簿によると、その母親の国民年金の加入記録は、Ａ町から直接Ｃ市に

移管されていることが確認できることから、申立人の父親は、Ｂ町に転居し

た際に、申立人及びその母親の国民年金の住所変更手続を行っておらず、申

立期間の保険料は納付することができなかったものと考えるのが自然である。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し



 

  

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4896 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年 12 月から 62 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年 12月から 62年２月まで 

私は、国民年金の加入手続を行わなかったが、昭和 61 年３月頃に、自宅

に黄色い国民年金保険料の納付書が届いたので、半年ごとに、保険料とし

て、８万円ぐらいの金額を近くの金融機関で納付し、領収書を受け取った。 

申立期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続を行わなかったが、昭和 61 年３月頃に、自

宅に黄色い国民年金保険料の納付書が届いたと主張しているが、国民年金の

加入手続を行っていないにもかかわらず、保険料の納付書が送付されたとは

考え難い上、申立人は、申立期間当時に、年金手帳は受け取らなかったとし

ていることから、申立期間当時の国民年金の加入状況は不明である。 

   また、申立人に、国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる形跡が見当たらない上、オンライン記録でも、申立人が国民年金に加

入していた記録は見当たらないことから、申立期間は国民年金の未加入期間

で、国民年金保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、申立人は、半年ごとに、国民年金保険料として、８万円ぐらいの

金額を近くの金融機関で納付したと主張しているが、申立人が納付したとす

る金額は、申立期間の保険料額と大きく相違している。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4897 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 11 年 12 月から 12 年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 11年 12月から 12年３月まで 

私は、平成 12 年４月に社会保険事務所（当時）から国民年金保険料の免

除の申請をしなさいとの連絡があり、免除の申請手続を行い、同年同月か

ら 13 年 11 月までの保険料の免除が承認された。申立期間の保険料が免除

されずに未納とされたのは、私が会社を退職した 11 年 11 月に免除の申請

をしなさいと連絡をしてこなかった社会保険事務所の業務怠慢以外の何物

でもない。 

その辺の事情を考慮していただき、申立期間の免除も承認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料が免除ではなく未納となっているの

は、申立人が会社を退職した直後に保険料の免除の申請をしなさいと連絡を

してこなかった社会保険事務所の業務怠慢が原因で、今からでも当該期間の

保険料の免除を承認してほしいとの申立てであり、申立人も当該期間の保険

料の納付及び免除申請を行っていないことを認めている。 

   また、申立人の国民年金保険料の免除申請日及び申立人に対して実施され

た国民年金の加入勧奨の時期から、申立人の国民年金の加入手続時期は、平

成 12 年５月頃と推認され、当時の制度では、その時点において、前月より

前の月の保険料の免除を遡って承認することはできない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認める

ことはできない。 

   なお、申立人は、申立期間の国民年金保険料の免除の申請手続が行えなか

ったのは、社会保険事務所における事務処理に遺漏があったことによるもの



 

  

であるとして、既に時効消滅にかかった保険料について免除の機会を付与す

るように求めているが、当委員会は保険料の納付の有無、免除の申請の有無

等について検討し、年金記録の訂正の要否を判断するものであり、法律の規

定又は運用の当否を審議する機関ではない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4898 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年４月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42年４月から 45年３月まで 

私は、昭和 42 年３月に勤務先を退職することが決まっていたため、夫の

国民年金保険料を納付していた集金人に、同年４月から国民年金に加入す

る旨を事前に伝え、国民年金の加入手続を依頼した。保険料については、

私又は夫が、毎月自宅へ来た集金人に、私と夫の二人分を一緒に納付して

いたはずである。申立期間について、一緒に納付していた夫は、保険料が

納付済みであるのに、私の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 42 年３月に勤務先を退職することが決まっていたため、そ

の夫の国民年金保険料を納付していた集金人に、同年４月から国民年金に加

入する旨を事前に伝え、国民年金の加入手続を依頼したと主張しているが、

申立人の国民年金手帳記号番号は、45 年５月頃に、当時、未加入者を対象に

行われていた職権適用分の番号として払い出されていることが確認できるこ

とから、国民年金の加入手続時期についての申立人の主張と一致しない上、

申立人は、申立期間から手帳記号番号の払出時期を通じて、同一区内に居住

しており、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

   また、申立人は、申立人又はその夫が、申立人及びその夫の二人分の国民

年金保険料を一緒に納付していたと主張しているが、申立人の国民年金手帳

記号番号が払い出された昭和 45 年５月頃の時点では、申立期間の保険料は、

遡って納付することとなるが、申立人及びその夫は、保険料を遡って納付し

たことは無いと述べていることから、申立期間の保険料が納付されていたと

は考えにくい。 



 

  

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4899 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年６月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 54年６月から 60年３月まで 

私は、昭和 54 年６月に会社を退職した後に、区役所で国民年金の加入手

続を行った。加入手続後の国民年金保険料については、納付書により区役

所の窓口又は区役所内の金融機関で納付していたはずである。 

私が現在所持している年金手帳には、初めて国民年金の被保険者となっ

た日が昭和 60年４月 19日から 54年６月１日に訂正されているので、何ら

かのミスにより申立期間の国民年金保険料の納付記録が消えてしまったの

ではないか。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人が所持する年金手帳に記載されている初めて被保険者と

なった日が訂正されていることから、申立期間の国民年金保険料の納付記録

が消えてしまったのではないかと主張しているが、申立人が国民年金の加入

手続を行ったのは、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入

者の被保険者取得日から昭和 60 年４月と推認でき、申立期間は強制加入期

間であることから、被保険者資格を遡って取得すべき期間であり、年金手帳

に記載されている初めて被保険者となった日が 54 年６月１日に訂正された

ことに不自然さはうかがえない。 

   また、上記のとおり、申立人は昭和 60 年４月に国民年金の加入手続を行っ

たことが推認でき、申立期間の国民年金保険料を遡って納付したことは無い

と述べている上、申立期間から国民年金の加入手続時期を通じて同一区内に

居住していた申立人に、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 



 

  

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 4900 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 41 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年５月まで 

国民年金制度が発足した昭和 36 年頃、私の母親が私の国民年金の加入手

続を行ってくれたはずである。41 年に私が結婚するまでの間の国民年金保

険料は、私の母親が集金人に１か月 100 円を納付していたと思う。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金制度が発足した昭和 36 年頃、その母親が申立人の国民

年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたと主張しているが、

申立人は加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の加入手

続等を行ったとするその母親は既に他界していることから、国民年金の加入

状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは、申立人の国民年金手

帳記号番号の前後の番号の任意加入者の被保険者資格取得日から、昭和 47

年２月と推認できることから、申立期間当時、申立期間は国民年金の未加入

期間で国民年金保険料を納付することができない期間であり、また 42 年９

月に、職権により申立人に別の手帳記号番号が払い出されているが、その後、

その手帳記号番号は取り消されており、保険料を納付した形跡は見当たらな

い。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ



 

  

とはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4731 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年１月１日から６年 12 月 31 日まで 

    社会保険事務所（当時）の職員から、私の標準報酬月額が、平成５年

１月１日から６年 12 月 31 日までの期間について、遡って引き下げられ

ていると聞いたが、私は、そのような手続をした覚えは無い。 

    平成６年頃、社会保険料の滞納があり、差押えを受けたことはあるが、

私財を処分して、滞納分を一括で支払ったはずである。 

    したがって、私の標準報酬月額を引き下げる理由は無く、このような

処理を、誰が、何のために行ったのか分からない。 

    申立期間の標準報酬月額を、訂正前の記録に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額につい

ては、当初、平成５年１月から同年６月までは 53 万円、同年７月から６

年 11 月までは 50 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適

用事業所でなくなった日（平成６年 12 月 31 日）より後の７年１月 20 日

付けで、５年１月から６年 10 月までは８万円に、同年 11 月は９万 2,000

円に引き下げられていることが確認できる。 

   しかしながら、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、申立人は、申立期

間当時、同社の代表取締役であったことが確認できる。 

   また、当時の複数の従業員は、「当時、会社の経営状況は極めて悪く、

平成５年頃には、事務担当者が辞めてしまった。その後、誰が担当してい

たのかは分からない。」、「社会保険事務所の職員から保険料の督促の電

話が来ていた。」などと証言しているところ、申立人は「社会保険料の滞

納があり、差押えを受けていたが、私財を処分し、滞納分を一括で支払っ



  

た。」と供述していることから、申立人は、代表取締役として、標準報酬

月額の減額訂正についても関与していなかったとは考え難い。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する

責任を負っている代表取締役として、自らの標準報酬月額に係る記録訂正

処理の無効を主張することは信義則上許されず、申立期間における標準報

酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4732（事案 643 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年 10 月１日から 40 年６月 22 日まで 

             ② 昭和 53 年 10 月１日から 54 年 12 月１日まで 

    申立期間①については、前回の申立てにより、Ａ社における昭和 40

年６月 22 日から 42 年３月 21 日までの期間は厚生年金保険被保険者で

あったと認められたが、39 年 10 月１日から 40 年６月 22 日までの期間

は認められなかった。 

    また、申立期間②については、Ｂ社に勤務していた期間であるが、厚

生年金保険被保険者であったとは認められなかった。 

    今回、新たに申立期間①及び②における同僚の名前を思い出したので、

調査の上、これら申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①に係る申立てについては、複数の同僚に照会したものの、申

立人の当該期間における勤務実態及び保険料控除について具体的な証言を

得ることはできず、そのほかに申立てに係る事実を確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないとして、既に当委員会の決定に基づく平成 21

年３月９日付けの年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   申立人は、新たな情報として、当時の複数の同僚の名前を挙げているが、

当該同僚に照会したものの、申立人の当該期間における勤務実態及び保険

料控除について確認できる具体的な証言を得ることはできなかった。 

   したがって、これらは委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは

認められず、その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当

たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係



  

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

   申立期間②に係る申立てについては、雇用保険の記録から、申立人が当

該期間にＢ社に勤務していたことは確認できるものの、オンライン記録に

よると、同社が厚生年金保険の適用事業所であったとする記録は無く、そ

のほかに申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないとして、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年３月９日付けの年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   申立人は、新たな情報として、当時の複数の同僚の名前を挙げているが、

いずれも特定できず、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除に

ついて証言等を得ることはできなかった。 

   したがって、これらは委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは

認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見

当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4733 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 12 月４日から８年７月１日まで 

    私は、平成５年６月にＡ社に入社し、８年８月 21 日に退社するまで

継続して勤務していたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の被保

険者記録が無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ健康保険組合から提出された被保険者台帳から、申立人は､申立期間

にＡ社に勤務していたことは確認できる。 

   しかし、事業主は、「事業所は、当初、平成８年７月１日に厚生年金保

険の適用事業所となり６名の被保険者資格の取得を届け出た。その後、社

会保険事務所（当時）の指導により、９年４月 22 日付けで、遡って新規

適用日を８年１月１日と訂正処理したほか、当該訂正届け出時に在籍して

いた５名についても同資格の取得日を同年１月１日に訂正処理したが、既

に退職していた申立人については、資格取得日の訂正をしておらず遡って

の保険料控除もしていない。」と証言している。 

   また、申立人の同僚は、「厚生年金保険への加入については、Ａ社から

話があったと思う。私は、厚生年金保険に加入するまでは国民年金に加入

していた。」と証言しており、オンライン記録により当該同僚は、申立期

間の国民年金保険料は納付済みと記録されていたところ、同社に係る資格

取得日が訂正され厚生年金保険の被保険者となった期間の国民年金保険料

は還付されていることが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4734（事案 2064 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年７月 29 日から 52 年１月１日まで 

    前回の第三者委員会の審議結果によると、私がＡ社の被保険者だった

当時の健康保険被保険者証は、私の同社に係る被保険者資格の喪失日

（昭和 51 年７月 29 日）の翌月である昭和 51 年８月において社会保険

事務所（当時）に返戻されているとしているが、私には、申立期間当時

にＢ病院及びＣ医院に通院していた子供がおり、健康保険被保険者証を

使用した記憶がある。 

    今回、新たな資料として提出する母子健康手帳により、私の子供が申

立期間に予防接種を受けた記載があるので、この手帳により、私が厚生

年金保険に加入していたことが分かると思うので、再度調査の上、当該

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社に係る申立てについては、申立人の雇用保険の離職日は昭

和 51 年７月 28 日、厚生年金保険被保険者の資格喪失日は同年７月 29 日

となっており、両者の喪失記録は一致している上、Ａ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者原票には、申立人の健康保険被保険者証が同年８月に

返戻された記録が確認できるほか、申立人が名前を挙げた複数の同僚は、

いずれも死亡又は所在不明で申立人の申立期間における同社での勤務実態

及び厚生年金保険料の控除について証言を得ることができないことから、

申立人は、厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることができないとして、

既に当委員会の決定に基づく平成 22 年２月５日付け年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている。 



  

   申立人は、新たな資料として、申立人の子供の母子健康手帳の写しを提

出し、当該手帳に自身の子供が昭和 51 年 12 月にツベルクリン接種をＤ市

Ｅ保健所で受けた記載があることから、厚生年金保険の被保険者期間であ

ったはずであると主張している。これについて、Ｄ市は、「現在も申立期

間当時も、母子健康手帳の交付に際して健康保険被保険者証の提示は必要

が無く、住民登録があり、医師から妊娠と認められれば、母子健康手帳を

交付している。申立人の子供に係る母子健康手帳にＥ保健所でのツベルク

リン接種の記載があるということは、同保健所での集団予防接種を受けた

と判断できる。集団予防接種には、健康保険被保険者証の提示は必要が無

い。母子健康手帳では申立人が加入していた健康保険の種別は分からな

い。」と回答している。 

   また、申立人の子供が申立期間に通院していたとするＢ病院（平成 18

年に閉鎖）を継承しているＦ病院は、｢申立人の子供のカルテ及びデータ

の記録は見当たらない。｣と回答しているほか、同期間に子供が通院して

いたとするＤ市Ｇ区のＣ医院についても申立人の子供のカルテ等を保管し

ていないことから、申立人が加入していた健康保険の種別を確認ができな

かった。 

   このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認できる新たな資料の提出は無く、その他に委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期

間について厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4735 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年４月 21 日から 10 年２月１日まで 

    私は、平成３年 10 月１日から 10 年１月末日まで、Ａ社で正社員とし

てＢ業務をしていた。 

    しかし、年金事務所の記録では、平成８年４月 21 日に資格喪失とな

っており、それ以降の記録が無い。 

    申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の商業登記簿謄本において、申立人が平成８年５月 10 日に取締役

に就任した旨の記載が確認できることから、申立人が申立期間当時、同社

に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は、平成８年４月 21 日

に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、その後、９年８月１日

に再度、適用事業所になっているものの、被保険者は事業主一人だけであ

ることが確認できる。 

   また、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成８年４月 21

日に資格を喪失している者は、申立人と事業主を含め３名しかおらず、当

該事業主及び同僚１名に照会したものの回答を得ることができないことか

ら、申立人の申立期間における保険料控除について確認することができな

い。 

   さらに、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4736 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年５月 12 日から 51 年５月 31 日まで 

    私は、昭和 49 年４月 23 日から 51 年５月 30 日までＡ社Ｂ支社に勤務

し、Ｃ業務をしていたが、厚生年金保険の記録では、入社した際の１か

月間の被保険者記録しか無く、申立期間の被保険者記録が欠落している

ので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社における勤務についての記憶から、期間は特定できないが、

申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、申立人が名前を挙げた同僚４名のうち２名は、Ａ社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿に名前が無い上、当該被保険者名簿におい

て申立期間に厚生年金保険の被保険者となっている同僚６名について、記

憶している勤務期間と厚生年金保険の加入期間を比較したところ、２名は、

合致しているとしているが、４名は、勤務期間に比し、厚生年金保険の加

入期間が短いと述べており、同社では厚生年金保険の加入手続において個

人ごとに取扱いが異なっていた状況がみられる。 

   また、前記の同僚６名のうち、Ａ社の役員となった同僚１名は、「経理

担当者から厚生年金保険は入社と同時に加入手続を取っておらず、昭和

49 年末からは保険料の控除をしていないことを聞き、会社の経営の悪化

を感じた。」と述べており、この同僚は、49 年 12 月 25 日に厚生年金保

険被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

   さらに、申立人が名前を挙げた残りの２名の同僚は、死亡又は所在が不

明であり、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

することができない。 



  

   加えて、Ａ社は、昭和 50 年４月 25 日に厚生年金保険の適用事業所でな

くなっている上、同社の代表取締役であった３名のうち１名の事業主は、

申立人を知らないと述べており、経理を担当していた者を含む２名は、い

ずれも連絡先が不明であるため、申立人の申立期間における厚生年金保険

料の控除について確認することができない。 

   また、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる給

与明細書等を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4737 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 13 年１月４日から 14 年１月１日まで

の期間、15 年９月１日から 16 年３月１日までの期間、18 年９月１日から

同年 11 月１日までの期間及び同年 11 月１日から同年 12 月１日までの期

間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   また、申立期間のうち、平成 14 年１月頃から同年２月４日までの期間

について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 13 年１月４日から 14 年１月１日まで 

             ② 平成 14 年１月頃から同年２月４日まで 

             ③ 平成 15 年９月１日から 16 年３月１日まで 

             ④ 平成 18 年９月１日から同年 11 月１日まで 

             ⑤ 平成 18 年 11 月１日から同年 12 月１日まで 

    それぞれの会社で勤務していた期間の標準報酬月額がねんきん定期便

に記録されている標準報酬月額と、私が所持している給与明細書の支給

総額と違っている期間のあることが分かった。申立期間①及び申立期間

③から⑤までについて、調査し、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

    また、申立期間②については、平成 14 年１月頃からＢ社に勤務して

いたので、当該期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び③から⑤までに係る標準報酬月額の相違につ

いて申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の



  

範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

   申立期間①について、申立人が所持しているＡ社の平成 13 年１月から

同年 12 月までの期間の給料明細書から、申立人の主張どおり、50 万円の

標準報酬月額に見合う報酬が支払われていたことが確認できる。 

   しかしながら、これら給料明細書に記載されている保険料控除額に見合

う標準報酬月額は 41 万円であり、当該額はオンライン記録の標準報酬月

額と一致していることが確認できる。 

   申立期間③について、事業主が保管している平成 15 年 10 月度から 16

年３月度までの期間の賃金台帳から、申立人の主張どおり、26 万円の標

準報酬月額に見合う報酬が支払われていたことが確認できる。 

   しかしながら、賃金台帳に記載されている保険料控除額に見合う標準報

酬月額は 22 万円であり、当該額はオンライン記録の標準報酬月額と一致

していることが確認できる。 

   また、事業主は、「申立人は、平成 15 年３月及び同年４月に欠勤によ

る賃金の減額があったことにより、同年９月の定時決定において、標準報

酬月額を 26 万円から 22 万円に引き下げた。」と回答している。 

   申立期間④について、申立人が所持しているＣ社の平成 18 年 10 月及び

同年 11 月の給料明細書及び事業主が保管している同年 10 月及び同年 11

月の給与台帳から、44 万円の標準報酬月額に見合う報酬が支払われてい

たことが確認できる。 

   しかしながら、これら給料明細書及び給与台帳に記載されている保険料

控除額に見合う標準報酬月額は 28 万円であり、当該額はオンライン記録

の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

   また、申立人は、定時決定における標準報酬月額には通勤手当を含むは

ずと主張しているところ、事業主からは、「申立期間当時、全ての社員に

ついて通勤手当は無かった。平成 22 年の５月から通勤手当を支払うよう

になった。」との回答があった。 

   申立期間⑤について、申立人が所持しているＣ社の平成 18 年 12 月の給

料明細書及び事業主が保管している同年 12 月の給与台帳から、44 万円の

標準報酬月額に見合う報酬が支払われていたことが確認できる。 

   しかしながら、これら給料明細書及び給与台帳に記載されている保険料

控除額に見合う標準報酬月額は 28 万円であり、当該額はオンライン記録

の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間①及び③から⑤までについて申

立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

   申立期間②について、申立人は、平成 14 年１月頃からＢ社に勤務して



  

いたと申し立てているが、Ｂ社が保管している申立人に係る健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書及び被保険者資

格喪失確認通知書によると、資格取得日は同年２月４日、資格喪失日は同

年６月７日となっており、オンライン記録における取得日及び喪失日と一

致していることが確認できる。 

   また、事業主が保管している人事記録によると、申立人は平成 14 年２

月４日付けで入社と記載されている上、申立人が所持している同年２月の

給与明細書及び事業主が保管している同年２月の賃金台帳には、当該期間

に係る厚生年金保険料は控除されていないことが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間②について申立人が厚生年金保

険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4738 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年４月１日から 45 年４月１日まで 

    私は、昭和 39 年４月１日から 45 年３月 31 日までＢ県Ｃ市にあった

Ａ社に勤務していたにもかかわらず、申立期間が厚生年金保険被保険者

期間となっていないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、Ａ社の事業主及び同僚の姓名並びに仕事の内容を記憶してい

ることから、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたこ

とは推認できる。 

   しかし、オンライン記録において、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所

とはなっていないことが確認できる上、事業主も既に死亡しているため、

申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   また、申立人が姓名を記憶していた複数の同僚のうち１名は、オンライ

ン記録において昭和 44 年３月 21 日から 46 年 12 月 20 日までの期間、国

民年金に加入し、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4739 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56 年１月１日から同年 10 月１日まで 

             ② 平成３年８月 16 日から同年 12 月１日まで 

             ③ 平成 15 年 11 月１日から 16 年９月１日まで 

    昭和 56 年１月に、Ａ社Ｂ工場に転勤となった際の厚生年金保険被保

険者資格取得時の標準報酬月額が、それ以前に比べて低くなっている。

しかし、通貨支給額は転勤前後でほとんど変わりが無く現物支給額も増

加しているので、標準報酬月額が下がることは考え難い。 

    また、平成３年８月 16 日のＡ社Ｃ工場での厚生年金保険被保険者資

格取得時の標準報酬月額は 41 万円となっているが、同年４月の辞令で

は基準内給与だけで 41 万円を超えており、これに基準外給与の諸手当

や社宅による現物支給額が加算されるので、標準報酬月額 41 万円は低

すぎると考える。 

    さらに、平成 15 年 11 月１日に随時改定により標準報酬月額が 56 万

円から 50 万円に下げられたが、通貨支給額だけしか反映されておらず、

現物支給額が反映されていれば２等級以上の差は生じなかった。 

    上記の３つの期間を確認の上、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、「異動により標準報酬月額が下がる事

情は無かった。」として、当該期間の標準報酬月額の相違について申し立

てている。 

   しかし、申立人は、当該期間における給与明細書等を所持していないた

め、厚生年金保険料の控除額について確認することができない。 



  

   また、オンライン記録及び健康保険厚生年金保険被保険者原票には、標

準報酬月額の記録が遡って訂正されているなどの不自然な点は見られず、

社会保険事務所（当時）において不合理な処理が行われた形跡は見当たら

ない。 

   このほか、申立人の主張する標準報酬月額に見合った厚生年金保険料が

控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   申立期間②について、申立人は、「基準内給与だけで 41 万円を超えて

おり、これに基準外給与の諸手当や現物支給額が加算されるので、標準報

酬月額 41 万円は低すぎる。」として、当該期間の標準報酬月額の相違に

ついて申し立てている。 

   しかし、申立人は、当該期間における給与明細書等を所持していないた

め、厚生年金保険料の控除額について確認することができない。 

   また、オンライン記録には、標準報酬月額の記録が遡って訂正されてい

るなどの不自然な点は見られず、社会保険事務所において不合理な処理が

行われた形跡は見当たらない。 

   このほか、申立人の主張する標準報酬月額に見合った厚生年金保険料が

控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   申立期間③について、申立人は「通貨支給額だけしか反映されておらず、

現物支給額が反映されていれば２等級以上の差は生じなかった。」として

当該期間の標準報酬月額の相違について申し立てている。 

   しかし、申立人が所持している給与明細書及び事業所が保管している賃

金台帳から、オンライン記録の標準報酬月額に見合った厚生年金保険料が

控除されていたことが確認できる。 

   また、事業所が保管している健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬改

定通知書には、オンライン記録どおりの標準報酬月額の改定が記載されて

いる。 

   このほか、申立人の主張する標準報酬月額に見合った厚生年金保険料が

控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が申立期間①から③までについて、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4740 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年 11 月６日から 43 年２月１日まで 

    私は、昭和 41 年５月 26 日からＡ社が廃業するまでＣ職として継続し

て勤務していたが、同社における厚生年金保険の被保険者記録では、同

年 11 月６日に被保険者資格を喪失している。申立期間の勤務場所は、

Ａ社の取引先だったＢ社であり、Ａ社の倒産に伴い、Ｂ社から誘われて

43 年２月に転職しているので、厚生年金保険の被保険者期間に欠落期

間が生じるとは考え難く、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたと述べている。 

   しかし、Ａ社の元事業主は、申立人の在籍期間について資料が無く、不

明であると回答しているほか、複数の同僚に聴取したが、申立人の申立期

間における勤務を確認できる具体的な証言は得られなかった。 

   また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同社は、

倒産により、申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した日と同日の昭

和 41 年 11 月６日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっていることが確

認できる上、同日に資格を喪失している複数の同僚は、同年 11 月頃に同

社が倒産した旨の証言をしている。 

   さらに、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、元

事業主は厚生年金保険料の控除に係る資料を保管しておらず、申立人も給

与明細書等の資料を所持していないことから、申立期間に係る給与からの

厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがえ



  

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4741 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年４月１日から 34 年１月 31 日まで 

    申立期間は、Ａ社に正社員として勤務していたにもかかわらず、厚生

年金保険の被保険者記録が欠落しているので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間後に勤務したＢ社が提出した「労働者名簿」及び複数

の同僚の証言から、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、Ａ社に勤務していた複数の同僚は、同社に入社してから

一定期間経過後に厚生年金保険に加入したと証言している上、申立人は、

自身が入社した昭和 32 年４月１日の半年か１年ぐらい前に、自身の父親

が同社に入社したと述べているところ、当該父親の同社における厚生年金

保険の被保険者資格取得日は、33 年 11 月１日であることから、同社では、

従業員を入社後すぐには厚生年金保険に加入させていなかったことがうか

がわれる。 

   また、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時

の事業主は死亡しているため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認することはできない。 

   さらに、申立期間に係るＡ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者

名簿に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

   加えて、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていることを確認できる給料明細書等の資料を所持しておら

ず、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認で

きる関係資料及び周辺事情は見当たらない。  



  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4742 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年２月１日から６年 11 月１日まで 

    私は、平成５年２月から６年 10 月までの期間、月額 50 万円以上の報

酬を得ており、社会保険事務所（当時）に対しそれに見合った報酬月額

で届け出て厚生年金保険料を納付していた。申立期間当時、直接社会保

険事務所へ出向き滞納していた社会保険料のことで話合いをしたことは

認めるが、一連の処理は社会保険事務所の職員による提案に基づくもの

であり、自身の標準報酬月額が下がることまでは承知していない。下が

った標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当

初、53 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

ではなくなった日（平成７年２月 24 日）と同日付けで、平成５年２月か

ら６年９月までは８万円に、同年 10 月は９万 2,000 円に減額されている

ことが確認できる。 

   しかし、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、申立人は、申立期間当時、

同社の取締役であったことが確認できる上、申立人の妻は、「申立人はＡ

社の実質的な経営者であった。」旨を述べている。 

   また、申立人は、「私が、社会保険関係事務を担当していた。」と述べ

ている上、「平成６年頃から経営が厳しくなり、厚生年金保険料を支払え

なくなった。７年１月頃、社会保険事務所に相談に行ったところ、担当者

から、私を含む取締役３人の給料を遡って減額訂正処理する旨の提案を受

けた。」と証言していることから、申立人はＡ社の社会保険事務担当を兼

務していた取締役として、標準報酬月額の減額訂正処理に関与していなか



  

ったとは考え難い。 

   これらの事情及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、Ａ社の取締役として、自らの標準報酬月額の減額処理に関与し

ながら、その処理が有効なものでないと主張することは、信義則上許され

ず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正する必要は認めら

れない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4743 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年５月頃から同年 11 月頃まで 

    私は、昭和 29 年５月頃から同年 11 月頃までＡ社に勤務していたが、

厚生年金保険の被保険者記録が欠落していることから、記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管している在職者一覧表により、申立人は、申立期間に同社に

勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ａ社に照会したところ、申立期間とほぼ同じ時期に、申立人の

業務内容や勤務形態とほぼ同様であった３名の氏名が判明したが、当該３

名は同社において厚生年金保険被保険者の記録が無い。 

   また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に名前のある同僚

12 名に照会し、10 名から回答があったが、その記憶する入社日と厚生年

金保険加入日との間に１か月から９か月の相違がみられ、同社では入社と

同時に厚生年金保険に加入させていない状況がうかがわれる。 

   さらに、上記の 10 名のうち３名は、Ａ社には試用期間があり、試用期

間においては厚生年金保険の被保険者とはならない旨を述べている。 

   加えて、当該被保険者名簿において、申立期間に申立人の氏名は見当た

らない上、健康保険の整理番号に欠番は無く、申立人の申立期間における

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4744（事案 3051 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、労働者年金保険被保険者として労働者年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18 年 10 月１日から 19 年６月１日まで 

    前回の申立てでは、私が労働者年金保険法（昭和 16 年法律第 60 号）

の適用労働者（筋肉労働者の男子工員）ではなかったこと、及び給与か

ら労働者年金保険料の控除がされていた事実を確認できないことから、

記録の訂正が認められなかったが、昭和 19 年６月１日に被保険者資格

を取得した記録があることから、申立期間は現業労働者であったものと

考えられるので、再度、調査し、申立期間が労働者年金保険の被保険者

期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、Ａ社発行の辞令により、昭和 18 年

10 月１日に同社の職員として採用されたことが確認できるが、申立人は

同社では勤務したことは無く、同日付けでＢ軍Ｃ隊へ入隊し、整備員の仕

事をしていたと述べていることから、同社での勤務実態が無く、労働者年

金保険の適用労働者でないこと、及び申立人が申立期間に係る労働者年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる給与明細

書等の資料も無く、このほか、申立人の申立期間に係る保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないとして、既に当委員

会の決定に基づく平成 22 年６月 25 日付けの総務大臣の年金記録の訂正は

必要ないとする通知が行われている。 

   今回、申立人から労働者年金保険料控除を示す新たな資料の提出は無く、

申立人は、「昭和 19 年６月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し

た記録があることから、申立期間は現業労働者であった。」と述べている

が、厚生労働省社会援護局からの回答により、申立人は 18 年 10 月１日に



  

Ｂ軍Ｃ隊へ入隊していることが確認できる上、申立人は、「Ａ社で仕事を

したことが無い。」と述べていることから、申立人がＡ社で現業労働者と

して勤務していたとは考え難い。 

   また、このほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当た

らないことから、申立人が、労働者年金保険被保険者として申立期間に係

る労働者年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4745 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年７月頃から 46 年 12 月頃まで 

    私は、昭和 45 年７月頃から 46 年 12 月頃までＡ社に勤務していたに

もかかわらず、当該期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。給与明細

書等は残っていないが、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が名前を挙げた複数の同僚の証言から、期間は特定できないもの

の、申立人がＡ社に勤務していたことはうかがえる。 

   しかし、上記の同僚は、申立人の勤務期間を明確に記憶していないとし

ている上、Ａ社は既に解散しており、元事業主からも供述が得られないた

め、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   また、申立期間においてＡ社に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認

できる元社員は同社に係る雇用保険被保険者記録が確認できるが、申立人

の同社に係る雇用保険被保険者記録は確認できない。 

   さらに、申立期間のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

   このほか、申立人は、申立期間における厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持して

いない上、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4746 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年 10 月１日から 38 年 10 月１日まで 

             ② 昭和 38 年 10 月１日から 39 年 10 月５日まで 

    厚生年金保険の被保険者記録を調べたら、Ｂ社の記録が欠落していた

ので年金事務所に調査を依頼したところ、欠落している同社及び年金額

に反映されているＣ社の被保険者期間が、脱退手当金を支給済みとなっ

ていた。Ａ社の被保険者期間については脱退手当金を受給した記憶があ

るが、Ｂ社及びＣ社については、受給手続をしていないし受給した記憶

も無いので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間より前に勤務したＡ社については、脱退手当金を同

社退職直後、Ｂ社在職中に受給したと主張しているが、Ａ社退職後に脱退

手当金の支給記録は無い。 

   また、申立人のＣ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱

退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、Ａ社に

係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）に、「回答済 40.10.26」の押

印が確認できることから、厚生省（当時）から裁定庁に回答していること

がうかがわれる上、Ａ社、Ｂ社及びＣ社は同一の厚生年金保険被保険者台

帳記号番号で管理されていることを踏まえると、Ａ社のみではなく、Ｂ社

及びＣ社についても併せて受給したと考えるのが自然である。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4747 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年９月１日から 35 年３月１日まで 

             ② 昭和 38 年５月 31 日から同年 11 月１日まで 

    私は、昭和 30 年７月１日から 39 年２月 14 日までの期間、Ａ社、Ｂ

社及びＣ社（それぞれの事業主及び事業内容は同じ。）に継続して勤務

していたが、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が欠落しているので、

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が記憶している３名の同僚が、申立人が申立期間①及び②にＡ社

及びＢ社に継続して勤務していたと証言していることから、申立人は、Ａ

社及びＢ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、申立人と業務内容及び勤務形態が同じでＡ社及びＢ社に

一緒に勤務していたとする上記同僚３名も、申立期間①及び②においてＡ

社及びＢ社における厚生年金保険被保険者の記録が無い。 

   また、上記同僚３名は、「Ａ社及びＢ社の厚生年金保険の加入記録に空

白期間がある経緯については分からない。」、「給与は、袋に現金だけ入

れて渡されており、給与明細書はもらっていなかったので、厚生年金保険

料が控除されていたかどうかは分からない。」と供述している。 

   さらに、Ａ社及びＢ社の事業主は、申立期間①及び②において、厚生年

金保険の加入記録は無い。 

   加えて、Ａ社は昭和 38 年８月１日に、Ｂ社は 40 年 12 月１日にそれぞ

れ厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、Ａ社及びＢ社において

事業主であった者は既に死亡しており、申立人の申立期間①及び②におけ

る厚生年金保険料の控除について聴取することができない。 



  

   また、申立人は、申立期間①及び②における厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが確認できる給与明細書等の資料を所持

していない。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除を

うかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4748 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年３月１日から 54 年６月 22 日まで 

    厚生年金保険の記録によると、申立期間において厚生年金保険に加入

していた事実の確認ができなかった。私は、申立期間はＡ社に勤務し、

Ｂ業務をしていたので、当該期間について厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の詳細な供述から、期間は特定できないものの、申立人がＡ社に

勤務していたことはうかがえる。 

   しかし、Ａ社の事業主は、「当時の事業主及び関係者は既に死亡してお

り、資料等も無いため、申立人の勤務実態並びに厚生年金保険の届出及び

保険料控除については不明である。正社員であれば、厚生年金保険には全

員加入させていたが、人手不足の時期には、短期雇用の社員もおり、厚生

年金保険加入の取扱いは正社員とは異なっていたようだ。」と回答してい

る。 

   また、複数の者が、「当時のＡ社は、従業員が 20 名ほどいた。」と述

べているが、オンライン記録において、申立期間に厚生年金保険被保険者

となっている者は、12 名であることが確認できる。 

   さらに、Ａ社において申立期間に厚生年金保険被保険者となっている者

は、雇用保険及び厚生年金基金に加入しているが、申立人は、同社におい

て雇用保険及び厚生年金基金に加入していない。 

   加えて、複数の同僚に照会を行ったが、申立人が申立期間において厚生

年金保険料を控除されていたことをうかがわせる証言を得ることができな

い。 



  

   また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名は

無く、申立期間に係る健康保険の整理番号に欠番も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4749 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年６月１日から同年 11 月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 38 年４月から新卒採用として勤務していた。Ｂ社

から 39 年４月からの採用内定通知を 38 年 10 月中旬に受け、慰留され

たが、Ａ社を同年 10 月の末日に退社した。 

    しかし、ねんきん定期便の記録によると、昭和 38 年６月から同年 10

月までの厚生年金保険の被保険者記録が欠落しているので、申立期間を

被保険者期間として認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においても継続してＡ社に勤務していたと述べてい

る。 

   しかしながら、Ａ社は昭和 48 年７月に厚生年金保険の適用事業所でな

くなっており、同社の事業を継承したＣ社は、「当時の資料が無いため不

明。」と回答しているため、申立人の申立期間における勤務実態を確認で

きない。 

   また、申立人が当時の同僚と一緒に旅行した際に撮影されたと記憶する

写真について、同僚に照会したが、当該写真が撮影された時期は判明せず、

申立期間にＡ社の被保険者記録が確認できる複数の同僚に照会したものの、

申立人のことを記憶していない。 

   さらに、申立人は、申立期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持してお

らず、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4750 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年 10 月１日から 40 年１月７日まで 

             ② 昭和 40 年５月 15 日から 41 年９月８日まで 

             ③ 昭和 41 年９月 20 日から 42 年 12 月 21 日まで 

    私は、Ａ社で昭和 43 年１月中旬まで経理の仕事をして出産退職した

が、会社から脱退手当金の説明を受けたことは無く、自分で請求した覚

えもない。脱退手当金を受給したとする時期は子育てに忙しく、社会保

険事務所（当時）の所在地も分からないのに受給したというのはおかし

い。調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当

金の支給を意味する｢脱｣の表示が記されているとともに、申立期間の脱退

手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被

保険者資格喪失日から約６か月後の昭和 43 年６月 17 日に支給決定されて

いるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4751 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年２月 20 日から 40 年 10 月１日まで  

    私は、昭和 39 年２月 20 日から 40 年９月末頃まで、Ａ氏が代表を務

めるＢ社又はＣ事業所に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記録

が無い。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人がＢ社又はＣ事業所の代表として名前を記憶しているＡ氏の義理

の娘から得られた供述内容と、申立人のＣ事業所及びその取引先に係る記

憶には一致する点が見られることから、期間の特定はできないものの、申

立人がＣ事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録において、Ｃ事業所は厚生年金保険の適

用事業所としての記録が無い上、商業登記の記録も無い。 

   また、申立人が氏名を記憶している同僚は、「私はＣ事業所では勤務し

ていない。Ａ氏が代表であったＤ事業所で申立人と共に勤務したが、個人

経営の事業所であり、社会保険には加入していなかった。」と証言してお

り、オンライン記録によると、Ｄ事業所は厚生年金保険の適用事業所とな

っていない。 

   さらに、Ｃ事業所代表のＡ氏の義理の娘は、「Ｂ社については聞いたこ

とが無い。また、Ｃ事業所及びＤ事業所に関しては資料がほとんど無い上、

義父は、申立人のことや社会保険の取扱い等について覚えていないと述べ

ている。」と証言している。 

   加えて、Ｃ事業所の代表であったＡ氏は、申立人の申立期間において、

Ｅ事業所及びＦ社において被保険者記録が確認できる。なお、Ｅ事業所及

びＦ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の氏名の記



  

載は無い。 

   このほか、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認でき

る給与明細書等の資料を所持しておらず、このほかに保険料控除をうかが

わせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4752 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28 年７月頃から 30 年１月頃まで 

             ② 昭和 30 年４月１日から 31 年７月１日まで 

    夫は、申立期間①については、Ａ社に働いていたことが、次に勤めた

会社の「現業員名簿」に記載されているのに、厚生年金保険の被保険者

となっていない。また、申立期間②については、昭和 30 年４月１日に

Ｂ社に入社したが、厚生年金保険の被保険者記録は 31 年７月１日から

となっているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ｂ社から提出された申立人に係る「現業員名簿」

の前職歴欄に、昭和 28 年７月から 30 年１月までＡ社に在籍した旨記載さ

れていることから、申立人が当該期間において同社に勤務していたことは

推認できる。 

   しかし、Ａ社は、昭和 30 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所とな

っており、当該期間は適用事業所ではないことが確認できる。 

   また、事業主は、「当該期間は個人事業所であり、厚生年金保険への加

入手続を行っておらず、厚生年金保険料の控除は行っていない。」と回答

しているところ、事業主及び同僚も、当該期間におけるＡ社に係る厚生年

金保険の被保険者記録は無く、事業主及び上記同僚は、同社が適用事業所

となった日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認でき

る。 



  

   さらに、複数の同僚は、「昭和 30 年４月以前は厚生年金保険に加入し

ていなかったことを承知している。」と述べている。 

   加えて、申立人は、給与明細書等の厚生年金保険料の控除を確認できる

資料を所持しておらず、また、Ａ社は当時の資料が無く不明としており、

厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   申立期間②について、上記「現業員名簿」の記載から、申立人が当該期

間にＢ社に勤務していたことは確認できる。 

   しかし、上記「現業員名簿」には、「昭和30年４月１日試用に採用す

る」との記載がある上、申立人と同一の事業所に勤務していた複数の同僚

は、「当時、Ｂ社には試用期間があり、中途採用者は厚生年金保険にすぐ

には加入させてもらえなかった。」と述べているところ、その同僚も記憶

する入社日と厚生年金保険の被保険者の資格取得日に相違があることが確

認できることから、当時、同社においては、入社日から一定期間をおいて

厚生年金保険の被保険者資格を取得させていたものと推測され、申立人も

同様の扱いをされていたものと考えられる。 

   また、Ｂ社及び同社Ｃ支店の人事担当者は、「当時は試用期間について

は、厚生年金保険に加入させていなかったと思う。」と述べている。 

   さらに、Ｂ社Ｃ支店が保管している「メモ」によると、申立人の厚生年

金保険被保険者資格の取得年月日は昭和31年７月１日となっており、これ

は、同社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の取得年月日と

合致していることが確認できる。 

   加えて、申立人は、給与明細書等の厚生年金保険料が控除されていた事

実を確認できる資料を所持しておらず、また、Ｂ社及び同社Ｃ支店は当時

の資料が無く不明としており、厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4753（事案 3544 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年６月 22 日から同年８月１日まで 

    前回の申立てでは、会社が平成８年７月５日から同年７月 19 日まで

の期間の在職を認めているにもかかわらず、給与から厚生年金保険料が

控除されていたと認めることができないという結果だったが、再度、調

査し、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、Ａ社（現在は、Ｂ社）は、申立人の

在職期間は平成８年７月５日から同年７月 19 日までの期間であると回答

しているものの申立人の申立期間に係る社会保険手続は行っていないとし

ていること、同社の申立期間当時の総務担当者も、「新入社員については

入社して２週間程度経過した後に資格取得の手続を行っていた。申立人は

入社して１週間程度で出社しなくなり、その後退職する旨の連絡を受けた。

結果的に、勤務期間が短くなったため、資格取得の手続はしておらず、厚

生年金保険料は控除していない。」と証言していること、及び申立人が申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実

を確認できる給与明細書等の資料も無く、このほか、申立人の申立期間に

係る保険料の控除について確認できる関連資料は見当たらないとして、既

に当委員会の決定に基づく 22 年７月 16 日付けの総務大臣の年金記録の訂

正は必要ないとする通知が行われている。 

   今回、申立人から厚生年金保険料控除を示す新たな資料の提出は無く、

申立人は、「会社が平成８年７月５日から同年７月 19 日までの期間の在

職を認めており、給与が支払われていたのだから、給与から厚生年金保険



  

料は控除されていた。」と述べているが、これは委員会の当初の決定を変

更すべき新たな事情とは認められず、このほかに委員会の当初の決定を変

更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が、厚生年金保険被

保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4754 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年４月頃から同年６月頃まで 

             ② 昭和 30 年９月頃から 31 年６月頃まで 

             ③ 昭和 32 年頃から 33 年頃まで 

    私は、昭和 30 年４月にＡ社Ｂ支店に入社し、数箇月後に退職した後、

同年９月頃から 31 年６月頃までＣ社が経営する店舗及び工場に勤務し

ていた。また、32 年頃から 33 年頃までＤ社に勤務していたが、いずれ

の期間も厚生年金保険の被保険者期間となっていないので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、Ａ社Ｂ支店の業務内容など具体的に述

べていることから、同社Ｂ支店に勤務していたことは推認できる。  

   しかし、Ａ社Ｂ支店は、昭和 31 年１月 26 日に厚生年金保険の適用事業

所となっていることから、当該期間は適用事業所となっていないことが確

認できる。 

   また、申立人は、Ａ社Ｂ支店に勤務していた期間について短期間だった

ことは記憶しているが、勤務期間についての記憶は曖昧であり、同社Ｂ支

店の同僚を記憶していないことから、同僚調査が行えず、申立人の勤務実

態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   さらに、事業主は当時の資料が無く不明としており、申立人に係る厚生

年金保険料の控除について確認することができない。 

   申立期間②について、申立人は、Ｃ社が経営する店舗の業務内容など具

体的に述べていることから、同社が経営する店舗に勤務していたことは推

認できる。 



  

   しかし、申立人が自身の後任者とする同郷の友人も、Ｃ社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿に名前は無い。 

   また、申立人は、Ｃ社が経営する店舗に勤務していた期間についての記

憶は曖昧であり、申立人は同郷の友人のほかに同僚を記憶していないこと

から、同社において申立人が勤務していたとする期間に厚生年金保険の被

保険者となっている同僚に照会したが、申立人の厚生年金保険料の控除に

ついての証言は得られなかった。 

   さらに、Ｃ社は、昭和 56 年 10 月 14 日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっている上、同社の事業主は既に死亡しており、当時の状況は確認

できない。 

   申立期間③について、複数の同僚の証言並びに申立人が記憶する上司及

び同僚が、Ｄ社に係る厚生年金保険の被保険者となっていることから、申

立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、申立人の上司は、「自身は、入社と同時に厚生年金保険には加

入しておらず、正社員になって厚生年金保険に加入した。」と述べている

上、申立人と同じ職種だった同僚は、「厚生年金保険の資格取得日と入社

日は同日ではなく、試用期間があった。」と述べている。 

   また、事業主は、当時の資料が無く不明としており、申立人の当該期間

に係る厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間①から③までにおける厚生年金保険料の控

除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①から③までに係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4755（事案 1712 の再申立て） 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年６月 30 日から 53 年６月１日まで 

    私は、昭和 53 年５月末までＡ社に勤務していたが、52 年６月 30 日

に厚生年金保険の被保険者資格を喪失したこととなっており、それ以降

の被保険者記録が無い。 

    今回、再申立てをするに当たり、Ａ社発行の昭和 53 年源泉徴収票を

提出するので、再調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、雇用保険の記録から、申立人は、申

立期間のうち昭和 53 年１月６日から同年５月８日まではＡ社に勤務して

いたことが認められる。しかしながら、同社は、52 年６月 30 日付けで厚

生年金保険の適用事業所ではなくなっている。また、当時の同社の代表取

締役は、「社会保険を脱退した 52 年６月 30 日以後は、従業員の給与から

保険料を控除することは絶対にしていない。」と供述していることなどか

ら、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年 12 月３日付け年金記録の訂正

は必要でないとする通知が行われている。 

   申立人は、新たな資料等として、Ａ社発行の昭和 53 年源泉徴収票の写

しを提出しているが、当該源泉徴収票に記載がある社会保険料等の金額は、

給与支払金額に当時の雇用保険料率を乗じた額に近い金額であることから、

当該期間に給与から厚生年金保険料が控除されていたとは考え難く、これ

は委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

   そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

神奈川厚生年金 事案 4756 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18 年４月１日から 19 年１月 16 日まで 

    兄は、昭和 18 年４月１日からＡ社Ｂ製作所で勤務していたが、厚生

年金保険の資格取得日が 19 年１月 16 日になっている。９か月の期間に

ついて、調査の上、被保険者記録を訂正してほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の弟が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の証言により、申立人が申立期間において、「青年学校令」(昭和

10 年４月公布）に基づき創立されたＡ社青年学校に勤労学生として在学

していたことが推認できるものの、同令には、勤労学生に係る修学及び勤

労について、特段の規定は無く、申立人の申立期間の同社における勤務実

態を推認することができない。 

   また、申立人の弟が記憶している申立人の同僚は、「すぐには、正社員

にはなれなかった。」としている上、Ａ社Ｂ製作所に係る健康保険労働者

年金保険被保険者名簿によると、当該同僚を始めとした同期生の資格取得

日は、申立人と同日の昭和 19 年１月 16 日となっている。 

   さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料の控除を確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4757 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年５月 27 日から 34 年１月１日まで 

    私は、昭和 32 年５月に職業安定所の紹介で、Ａ社（現在は、Ｂ社）

に採用され、Ｃ基地Ｄ工事でＨ業務に従事した。工事は 33 年６月に竣

工し、その後、Ｅ基地前にあった同社Ｆ営業所に異動し、やはり、基地

内でＨ業務に従事した後、35 年 10 月に同社本社営業部に異動した。 

    昭和 32 年５月 27 日からＡ社に勤務していたにもかかわらず、34 年

１月１日までの期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。当該期間を

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録から、申立人が申立期間においてＡ社に勤務してい

たことは認められる。 

   しかしながら、Ａ社Ｇ支店において申立期間に厚生年金保険の被保険者

資格を取得したことが確認できる複数の同僚から聴取したところ、同社で

勤務を開始すると同時に厚生年金保険被保険者資格を取得したとする者が

いる一方で、勤務を開始してから、４か月後、中には３年後に厚生年金保

険被保険者資格を取得したとする者もおり、同社では、厚生年金保険の加

入手続について個人ごとに取扱いが異なっていた状況がうかがえる。 

   また、Ｂ社が保管する職員台帳には、申立人の入社日は昭和 34 年 10 月

１日と記載されており、同日において準社員になったことが確認できると

ころ、同僚から聴取した結果、「正社員になると同時に厚生年金保険に加

入した。」とする者がいる一方で、複数の者は、準社員又は補助員であっ

た時点で厚生年金保険に加入した旨を供述しており、申立期間当時、Ａ社

Ｇ支店では様々な身分及び雇用形態の者が勤務しており、身分及び雇用形



  

態の変更時期と厚生年金保険の被保険者資格の取得時期が一致しておらず、

個人ごとに取扱いが異なっていた状況がうかがえる。 

   さらに、「Ａ社に採用された昭和 32 年には、基地で事務職として勤務

していた。」と供述する１名の厚生年金保険被保険者の資格取得時期は、

勤務を開始したとする日から約２年後であることから、申立人が厚生年金

保険に加入するまでに要した期間が著しく長いとは言えない。 

   加えて、申立人は、申立期間に係る給与明細書等の資料を所持しておら

ず、事業主も当時の厚生年金保険の得喪等の届出及び厚生年金保険料の控

除に係る資料を保管していないと回答していることから、申立人の申立期

間に係る厚生年金保険料の控除について確認することはできない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4758 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年 12 月頃から 57 年４月頃まで 

    私は、昭和 56 年 12 月頃から 57 年４月頃までＡ社のＢ業務をしてい

たが、当該期間の厚生年金保険の加入記録が無い。給与明細書もあり、

勤務していたことは間違いないので、調査の上、申立期間について被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した給与明細書により、申立人が申立期間においてＡ社に

勤務していたことが推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は申立期間において、厚

生年金保険の適用事業所となっていないことが確認できる。 

   また、申立人が提出した給与明細書において厚生年金保険料は控除され

ていないことが確認できる。 

   さらに、事業主は、「当社は、社会保険の適用事業所ではないので、従

業員には国民年金に加入するよう勧めていた。」と述べている。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認でき

る関係資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4759 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年６月 12 日から同年 11 月７日まで 

    年金事務所の記録によると、Ａ社で勤務していた期間の厚生年金保険

の加入記録が無い。私は、申立期間において、同社で正社員として勤務

していた。 

    申立期間について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人と同時期にＡ社に入社したとする同僚の証言から、申立人が、申

立期間において、同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所であったことを確認で

きない。 

   また、上記同僚もＡ社での厚生年金保険の加入記録は無いと供述してい

る上、申立人が同社で社会保険を担当していたとして名前を挙げた者は既

に死亡しており、ほかに申立人が同僚として名前を挙げた２名は連絡先が

不明であることから、厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   さらに、Ａ社の商業登記簿謄本に、取締役として記載されている３名の

うち２名は既に死亡しており、連絡先が確認できた１名の取締役は、「同

社は既に倒産しており、関係資料も無く、申立人が厚生年金保険に加入し

ていたか否かは不明である。」と回答している。 

   加えて、申立人は、Ａ社はＢ社の子会社であると述べていることから、

親会社であるＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認したが、

申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号にも欠番は見当たらない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除に係る事実

を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4760 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年９月頃から 52 年９月頃まで 

    私は、申立期間中、Ａ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者

記録が無いので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録から、申立人が申立期間の一部である昭和 49 年４月１

日から 51 年８月 31 日までの期間について、Ａ社に勤務していたことは認

められる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は厚生年金保険の適用事

業所となっていないことが確認できる。 

   また、同僚は、「私は、経理を担当していた。会社は厚生年金保険に加

入していなかったので、私は、厚生年金保険には加入していない。Ａ社に

勤務していた期間は、国民年金に加入して保険料を納付している。」と述

べているところ、当該同僚は、国民年金に加入し、昭和 49 年 11 月から

52 年４月までの国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

   さらに、事業主は所在不明のため、申立人の厚生年金保険料の控除につ

いて証言を得ることができない。 

   加えて、申立人は、申立期間における厚生年金保険料の事業主による控

除を確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4761 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 10 月１日から 20 年４月 21 日まで 

    私は、Ａ社に平成 19 年 10 月１日に入社したが、入社当時は試用期間

ということで半年間は社会保険に加入させてもらえなかった。しかしな

がら、正社員と同様の勤務時間で就労し、残業も正社員と同様にしてい

た。社会保険の加入資格は有していたと思うので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社提出のタイムカード及び申立人提出の給料支払明細書から判断する

と、申立人は、申立期間において同社に勤務していたことが確認できる。 

   しかし、申立人は、Ａ社において、申立期間は試用期間であったと述べ

ており、同社も、「申立人は、当社に入社後、７か月の試用期間があり、

厚生年金保険と雇用保険は同時に加入した。」と回答しているところ、申

立人の雇用保険の被保険者資格取得日は平成 20 年４月 21 日となっており、

厚生年金保険の被保険者資格取得日と一致していることが確認できる。 

   また、申立人提出の平成 19 年 10 月分から 20 年５月分までの給料支払

明細書によると、厚生年金保険料等の社会保険料は控除されておらず、同

年５月分の同明細書には、「20 年６月より差し引きます」と記載されて

いることが確認できる上、事業主は、「申立期間において、給与から厚生

年金保険料は控除しておらず、納付もしていない。」と回答している。 

   さらに、申立人は、申立期間において、国民年金に加入していることか

ら、居住地であるＢ市に確認したところ、同市は、「申立人は、申立期間

にはＢ市の国民健康保険に加入していた。」と回答している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



  

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4762 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年４月１日から 53 年５月 16 日まで 

             ② 昭和 57 年３月 23 日から 58 年２月６日まで 

    私が昭和 47 年４月１日から 53 年５月 15 日まで勤務したＡ社及び 57

年３月 23 日から 58 年２月５日まで勤務したＢ社に係る標準報酬月額が

実際の報酬に比べて低く届け出されているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、当時、

申立人と年齢が近い複数の同僚の標準報酬月額は、申立人と同額又はほぼ

同額であることが確認でき、申立人の標準報酬月額が同僚と比較して低額

であるという事情は見当たらない。 

   また、同僚に照会しても、標準報酬月額が給与と差異があることを証言

する同僚はいないほか、当該被保険者名簿を見ても、標準報酬月額が訂正

された形跡は認められない。 

   さらに、Ａ社の元総務課長は、「その都度、社会保険事務所（当時）に

正しい届出を行っており、作為的に標準報酬月額を低く届け出たことは無

く、社会保険事務所に届け出た標準報酬月額に見合う保険料を控除してい

た。」と述べている。 

   加えて、事業主に照会した結果、当時の資料が無いとしており、当該期

間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   申立期間②について、申立人が所持する昭和 57 年４月分から 58 年１月

分までの給与支払明細表により、総支給額に見合う標準報酬月額が届け出



  

されていないことが確認できるものの、Ｂ社の事業主により給与から控除

された厚生年金保険料に基づく標準報酬月額は、社会保険事務所に届け出

された標準報酬月額と同額であり、申立人が主張する報酬月額に基づく標

準報酬月額に見合う保険料控除は行われていないことが確認できる。 

   このほかに、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①及び②について申立人が主張する標準報酬月額に相当する厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4763 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年２月 27 日から同年７月５日まで 

    私は、昭和 37 年１月４日から同年７月４日までＡ社に勤務していた

が、同年２月 27 日から同年７月５日までの厚生年金保険の被保険者記

録が無い。当該期間も保険料を控除されていたと思うので、申立期間を

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 37 年１月４日から同年７月４日までＡ社に勤務してい

たにもかかわらず、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間となっていな

いと述べている。 

   しかし、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事

業主も既に死亡していることから、申立期間における申立人の勤務実態及

び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   また、申立人が名前を挙げた同僚１名は、申立人を知らないと供述して

いることから、申立期間にＡ社において厚生年金保険被保険者記録がある

５名に申立人について照会したところ、５名のうち３名は申立人を記憶し

ていないと供述しており、２名は、「申立人がＡ社に勤務していたことは

記憶しているが、勤務期間までは分からない。」と供述している。 

   このほか、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料

を所持していない上、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4764 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年 10 月１日から 28 年５月 16 日まで 

    厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ社に勤務していた厚生

年金保険被保険者期間について、昭和 29 年７月 22 日に脱退手当金が支

給されていることを知った。 

    しかし、脱退手当金についての知識も無く、受給したとの記憶も無い

ので、当該期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る脱退手当金の支給額は、昭和 29 年５月１日に厚生年金保

険法が改正される前の計算方法により算定されているが、同法では、女性

である厚生年金保険被保険者については、「婚姻、分娩」による被保険者

資格の喪失が支給要件であったところ、申立人は、Ａ社で厚生年金保険被

保険者資格を喪失する直前の 28 年＊月＊日に出産していることを踏まえ

ると、申立人に脱退手当金が支給されることに不自然さは見当たらない。 

   また、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱

退手当金の支給を示す「脱」表示が確認できるとともに、支給額に計算上

の誤りは無く、申立人の厚生年金保険被保険者台帳の給付欄には、脱退手

当金が支給されたことが記載されているなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4765 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年 10 月 10 日から 44 年 12 月１日まで 

             ② 昭和 45 年２月１日から 55 年 11 月 21 日まで 

    夫は、Ａ社に昭和 42 年 10 月 10 日から 55 年 11 月 20 日まで勤務して

いたが、この期間のうち、42 年 10 月 10 日から 44 年 12 月１日までの

期間と 45 年２月１日から 55 年 11 月 21 日までの期間の厚生年金保険の

被保険者記録が無い。申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の妻は、申立人は昭和42年10月10日から55年11月20日までＡ社に

勤務していたと述べている。 

   しかし、オンライン記録によると、Ａ社は昭和44年12月１日に厚生年金

保険の適用事業所となっており、申立期間①当時は適用事業所ではないこ

とが確認できる。 

   また、申立期間②にＡ社において厚生年金保険被保険者記録がある元社

員４名に申立人について聴取したところ、回答のあった１名は、申立人を

記憶していないと供述している上、同社は既に解散しており、事業主から

も供述を得ることができないことから、申立期間に係る勤務実態及び厚生

年金保険料の控除について確認できない。 

   さらに、オンライン記録から、申立人は、昭和42年10月10日から44年12

月１日までの期間及び45年２月１日から55年11月21日までの期間において

国民年金の被保険者であり、当該期間のうち44年４月から同年11月までの

期間及び45年２月から49年３月までの期間については国民年金保険料を納



  

付していることが確認できる。 

   このほか、申立人は申立期間における厚生年金保険料が控除されていた

ことを確認できる給与明細書等の資料を所持していない上、申立人の申立

期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4766 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年 12 月 20 日から 34 年３月１日まで 

    Ａ社は、Ｃ事業を行っており、その事業に関する業務に携わっていた。

昭和33年12月に社長の高齢化、病気等で後継問題があり、社長の甥
おい

が後

継者となりＢ社となったが、この間も継続して仕事を行っていた。同年

12月20日から34年３月１日までの厚生年金保険被保険者期間が３か月空

白となっているが、当該期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の勤務に係る記憶及び事業主の供述から、申立人が申立期間にＡ

社の後継企業であるＢ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、Ａ社は、

昭和33年12月20日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、Ｂ社は、

34年３月１日に厚生年金保険の適用事業所となっていることから、申立期

間当時、Ａ社及びＢ社は適用事業所ではなかったことが確認できる。 

   また、申立期間当時、Ａ社の従業員であり、その後Ｂ社の事業主となっ

た者は、「昭和33年12月に事業を開始したが、社会保険の引継ぎ及び申請

手続に手間取り、34年３月１日に厚生年金保険の適用事業所になった。私

も３か月の空白がある。申立人を含む従業員は継続して仕事をしていたが、

この間の保険料控除はしていなかった。｣と供述している。 

   さらに、Ａ社及びＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、

Ａ社が適用事業所でなくなった昭和33年12月20日に資格を喪失した37名の

うち27名は、Ｂ社が適用事業所となった34年３月１日に資格を取得してい

るが、全て申立期間の加入記録が無い。 

   加えて、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて



  

いた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、複数の従業

員に照会したが、厚生年金保険料の控除に関わる証言は得られなかった。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4767 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年４月１日から同年 12 月 16 日まで 

    私は、昭和 33 年から３年間、毎年４月から 12 月まで、Ａ社において、

定期従業員としてＢ職に従事していたが、申立期間の厚生年金保険の被

保険者記録が無いので、当該期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から名前の挙がった同僚の証言から、申立期間において、申立人

がＡ社に定期従業員として勤務していたことは推認できる。  

   しかし、前述の同僚についても、申立期間において、厚生年金保険の被

保険者記録が無い上、当該期間の前後にＡ社に係る被保険者記録のある同

僚は、厚生年金保険の加入については、定期従業員の中で加入を希望する

者の割合により、全員が加入するか加入しないかを決定していた時期があ

り、自身にも昭和 30 年代に加入記録が無い時期がある旨を証言している

ところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期

間に被保険者資格を取得している者は確認できない。 

   また、当時のＡ社の業務等を引き継ぐＣ社は、申立期間当時の厚生年金

保険関係の資料は無く、申立人の当該期間の厚生年金保険料の控除につい

て不明であると回答している。 

   さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。  

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがえ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4768 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年４月１日から 38 年 12 月 25 日まで 

    年金の記録を調べてもらったところ、昭和 34 年から 38 年 12 月頃ま

でＡ社でＢ工場のＣ職として勤務していた期間が既に脱退手当金として

支給済みとなっていた。 

    しかし、当時の私は脱退手当金の制度も知らず、会社には特に退職の

手続も取らずに退職したので退職金及び失業給付も受けていないので納

得がいかない。調査をして申立期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を調査したところ、被保

険者資格喪失日及び脱退手当金の支給決定日が申立人と同日となっている

同僚が１名確認でき、この同僚は、「退職時に事業所から説明があり、事

業所の代理請求により脱退手当金を受給した。」と述べていることから、

申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能

性が高いものと考えられる。 

   また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い上、申立

人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給して

いないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4769 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年２月 28 日から同年３月１日まで 

    私は、Ａ社にＢ職として勤務していたが、同社は平成９年２月 28 日

に倒産し、私は同日付けで解雇された。 

    しかし、厚生年金保険被保険者資格の喪失日が平成９年２月 28 日に

なっている。同日まで勤務したことは確かなので、資格喪失日を翌日の

３月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した解雇通知書から、申立人が、Ａ社において、平成９年

２月 28 日まで勤務していたことは認められる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は、平成９年２月 28 日

に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっていることが確認できる上、当

時の事業主は、「平成９年２月分及び同年３月分の給与は、会社から支払

っていない。したがって、申立期間の厚生年金保険料については、給与か

ら控除していない。」と回答している。 

   また、Ａ社が厚生年金保険料の適用事業所ではなくなった平成９年２月

28 日に資格を喪失している複数の同僚のうち１名は、「Ａ社の最後の給

与は会社から支払われなかった。後日、労働基準監督署から連絡があり、

未払賃金の立替払を請求した。」と供述しているところ、当該未払賃金の

立替払事業を担当している独立行政法人労働者健康福祉機構は、「未払賃

金の立替払を行う際に、厚生年金保険料の控除や同保険料の納付を事業主

に代わって行うことはない。」と回答している。 

   このほか、申立期間について、申立人の厚生年金保険料の控除を確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4770 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年 10 月１日から 40 年３月１日まで 

             ② 昭和 40 年 10 月１日から 42 年７月１日まで 

             ③ 昭和 42 年 10 月１日から 43 年７月１日まで 

             ④ 昭和 46 年 10 月１日から 47 年５月１日まで 

             ⑤ 昭和 49 年 10 月１日から 51 年 10 月１日まで 

             ⑥ 昭和 52 年 10 月１日から 53 年 10 月１日まで 

             ⑦ 平成４年 10 月１日から８年 10 月１日まで 

             ⑧ 平成９年 10 月１日から 10 年 10 月１日まで 

    私が、昭和 35 年４月１日から 51 年９月 30 日まで勤務したＡ社、52

年６月１日から平成 10 年９月 30 日まで勤務したＢ社（現在は、Ｃ社）

及びＣ社に係る標準報酬月額が実際の報酬額に比べて低く届け出されて

いる。申立期間は前の期間の標準報酬月額と比べ低額となっているが、

報酬額が下がったことは無く、Ａ社に勤務していた当時は、高度成長時

代でもあり、下がること自体が不自然である。 

    また、Ｂ社に入社する際には、社長面談で 16 万円の給与と言われて

おり、入社後も給与が下がるような事情は無かった。 

    申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①から⑤までについて、申立人は、Ａ社における当該期間の標

準報酬月額が、その前の期間の標準報酬月額と比較して低下しているが、

高度成長期においては不自然であり、当時の給与から判断して当該期間の

標準報酬月額が低額になっていると述べている。 



  

   しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認し

たところ、改定時に記載されている標準報酬月額が前の期間における標準

報酬月額より低額となっている被保険者が申立人の記憶する同僚を含め複

数存在する。 

   また、上記の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されている申立

人の当該期間における標準報酬月額は、オンライン記録と一致している上、

遡った訂正等の形跡は見られない。 

   さらに、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申

立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   申立期間⑥から⑧までについて、申立人は「Ｂ社に入社する際には、社

長面談で 16 万円の給与と言われており、入社後も給与が下がるような事

情は無かった。」と供述しており、Ｃ社から提出のあった発令簿の写しに

初任給が 15 万 800 円と記載され、オンライン記録にも昭和 52 年６月１日

において厚生年金保険被保険者資格を取得した時の標準報酬月額が 16 万

円と記録されている。 

   しかしながら、Ｂ社及びＣ社における標準報酬月額について複数の同僚

が「私の給与から控除されていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額と

社会保険事務所に届けられている標準報酬月額について相違はないと思

う。」と回答している上、申立人は、厚生年金保険料の控除が確認できる

給与明細書や源泉徴収票を所持していない。 

   また、申立期間⑦及び⑧については、申立人に係るＤ健康保険組合の適

用台帳に記録されている標準報酬月額はオンライン記録と一致している。 

   さらに、事業主に照会した結果、当時の資料が無いとしており、申立期

間⑥から⑧までについて、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   加えて、Ｂ社及びＣ社における健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記

載されている標準報酬月額は、オンライン記録と一致している上、遡った

訂正等の形跡は見られない。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間①から⑧までについて、申立人

が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4771 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年４月１日から 43 年６月１日まで 

    私の厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、Ａ社（現在は、Ｂ

社）に勤務していた期間の標準報酬月額記録のうち、昭和 42 年４月か

ら同年９月までは３万 3,000 円、同年 10 月から同年 11 月までは３万

6,000 円、同年 12 月から 43 年２月までは４万 2,000 円、同年３月から

同年５月までは５万 2,000 円となっている。私は、当時の月給が 20 万

円ぐらいだったので、実際に支払を受けた給与よりも著しく低額な標準

報酬月額記録となっており、このようなことは絶対にあり得ない。調査

をして当該期間の厚生年金保険被保険者標準報酬月額記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に支給された給与は月額 20 万円程度であり、当該

期間の標準報酬月額は、オンライン記録における標準報酬月額よりも高額

になるはずであると述べていることから、Ｂ社に申立人の申立期間当時の

給与支給額について照会したところ、同社は、「資料が無いので確認はで

きないが、申立期間当時の当社の給与水準は、月額 20 万円程度であった

事実は無く、申立人の標準報酬月額は、オンライン記録どおりで間違いな

い。」と回答している。 

   また、申立人の申立期間当時にＡ社において厚生年金保険被保険者記録

があり、連絡先の判明した 11 人に、申立期間当時の同社における従業員

の給与水準について文書で照会したところ、９人から回答を得たが、いず

れも同社の給与水準が申立人の述べているような月額 20 万円程度であっ

た事実は無く、当該期間の給与水準は、おおむね４万円から５万円程度で



  

あったと回答している。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

人の申立期間の標準報酬月額記録は、昭和 42 年４月から同年９月までは

３万 3,000 円、同年 10 月から同年 11 月までは３万 6,000 円、同年 12 月

から 43 年２月までは４万 2,000 円、同年３月から同年５月までは５万

2,000 円となっており、申立人と同じ職種であったと供述している複数の

同僚の標準報酬月額は、申立人と同額又はほぼ同額であることが確認でき、

申立人の標準報酬月額のみが同僚の取扱いと異なり低額であるという事情

は見当たらない。 

   このほか、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていることを確認できる給料明細書等

の資料を所持しておらず、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控

除について確認できる関係資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に相当する厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4772 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 11 月 25 日から 10 年４月１日まで 

    私は、平成９年 11 月 25 日から 10 年９月 16 日まで、Ａ社に勤務して

いた。しかし、ねんきん特別便の厚生年金保険の記録では、９年 11 月

25 日から 10 年４月１日までの期間が厚生年金保険被保険者期間となっ

ていない。調査の上、当該期間を厚生年金保険被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録により、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務してい

たことが確認できる。 

   しかしながら、Ａ社の事業主は、申立人の申立期間について、「時間給

で契約していた。」と回答している。 

   また、Ａ社の事業主から提出された申立人に係る平成 10 年の賃金台帳

（写し）から、同年１月から同年３月までは、雇用保険の保険料は控除さ

れているが、厚生年金保険の保険料は控除されていないことが確認できる。 

   さらに、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4773 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年５月 26 日から同年８月１日まで 

    私は、昭和 42 年９月 20 日から 44 年７月 31 日まで、Ａ社に勤務して

いた。Ｂ社社員採用試験に合格したので、同年８月１日の採用直前まで

Ａ社で残務整理をしていた。同年５月 26 日から同年８月１日までの期

間の厚生年金保険の被保険者記録が無いので、申立期間を被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間にＡ社において残務整理をしていたと主張している。 

しかし、申立人がＡ社の後に勤務したＢ社が保管する人事台帳の職歴欄

に、申立期間のほぼ全期間に当たる昭和 44 年６月及び同年７月が「無

職」と記録されていることが確認できる。 

また、申立人が記憶しているＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿に記載のある同僚は、既に死亡又は所在が確認できず、申立人の当時

の勤務実態について証言を得ることはできない。 

さらに、申立人は、給与明細書などの保険料控除を確認できる資料を所

持していない上、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっ

ており、事業主から、申立期間の勤務実態及び保険料控除を確認できる資

料等が無く、不明との回答を得た。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4774 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 24 年６月頃から同年 12 月１日まで 

             ② 昭和 30 年 11 月頃から 31 年２月８日まで 

    私は、昭和 24 年６月にＡ社に入社し、同年６月から 29 年 11 月末ま

で継続して勤務していたにもかかわらず、入社から 24 年 12 月１日まで

の厚生年金保険被保険者記録が無い。また、Ｂ社に 30 年 11 月頃から

31 年３月末まで継続して勤務していたが、入社から同年２月８日まで

の期間の被保険者記録が無い。勤務していたことは間違いないので、当

該期間について調査をして厚生年金保険の被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は昭和 24 年６月頃、親族３名と一緒にＡ

社へ入社したと述べている。 

   しかし、Ａ社は昭和 62 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所でなく

なっている上、同社の元代表社員は、申立期間当時の書類は無いと回答し

ているため当該期間における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できない。 

   また、上記の親族３名のうち１名は既に死亡しており、２名は住所不明

であることから、申立期間にＡ社において厚生年金保険被保険者資格があ

り、連絡先が判明した５名に文書照会をしたところ、回答があった３名は、

「申立人とは仕事場が違っており、申立人を知らない。」と供述している。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

人が一緒に入社したとする親族３名のうち２名は、申立人が同社の厚生年

金保険被保険者資格を取得した昭和 24 年 12 月１日に、１名は 25 年３月



  

10 日に同社の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

   申立期間②について、申立人は昭和 30 年 11 月頃からＢ社に勤務してい

たと述べている。 

   しかしながら、オンライン記録により、Ｂ社は昭和 31 年２月８日に厚

生年金保険の適用事業所となったことが確認でき、当該期間において同社

は厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

   また、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所になった日に被保険者資格を取

得し、連絡先が判明した５名に文書照会をしたところ、回答があった２名

のうちの１名は、「Ｂ社が昭和 31 年２月８日に法人になる前は、厚生年

金保険には加入していなかった。」と回答している。 

   さらに、Ｂ社は既に解散している上、事業主も既に死亡していることか

ら、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   加えて、厚生年金保険手帳記号番号払出簿において、昭和 31 年２月８

日に申立人のＢ社に係る厚生年金保険手帳記号番号が払い出されているこ

とが確認できる。 

   このほか、申立人は、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを確認できる給料明細書等の資料を所

持しておらず、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除をうかが

える関係資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4775 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年４月１日から 20 年８月 13 日まで 

    私は、国民学校高等科を卒業した後、公共職業安定所の紹介で現在の

Ａ国にあったＢ社Ｃ工場に入社し、昭和 19 年４月１日から 20 年８月

13 日まで正社員として勤務した。Ｂ社は一流企業で、私は当時大学卒

の人よりも高い給料をもらっていたので、当然保険料も引かれていたは

ずであるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＢ社Ｃ工場への入社の経緯及び勤務状況等についての記憶は、

具体性があり、文献の内容とも一致していることから判断すると、申立人

は、申立期間において同社Ｃ工場に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、申立人は、戦時の混乱の中で、給与明細書等の関連資料

は一切残っていないと述べている。 

   また、申立人は、同僚の名字しか記憶していないことから、住所が不明

で照会することができないため、申立期間の厚生年金保険料の控除につい

ての証言が得られない。 

   さらに、申立期間当時の厚生年金保険法が適用される区域は、現在の日

本国内とされていたため、現在の日本国外の現地法人で勤務した期間は厚

生年金保険の被保険者となることができない期間であった。 

   加えて、Ｂ社の後継会社であるのＤ社に照会したところ、申立人の当該

事業所における在籍の有無については、当時の資料が無いため不明として

いるものの、戦時中に現在の外国に当たる場所に存在していた事業所に勤

務していた者の厚生年金保険の取扱いについては、非加入としていたと回



  

答している。 

   このほかに、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 4776 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年７月 13 日から 49 年１月７日まで 

    私は、Ａ社に昭和 45 年１月５日に入社し、Ｂ業務を行い、50 年１月

25 日に退職するまで間を空けること無く勤務した。しかしながら、47

年７月 13 日から 49 年１月７日までの厚生年金保険被保険者記録が欠落

しているので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社に昭和 45 年１月５日に入社し、Ｂ業務を行い、50 年１

月 25 日に退職するまで間を空けること無く勤務したと主張している。 

   しかし、申立人のＡ社における雇用保険の記録は昭和 45 年１月５日に

資格を取得し、47 年７月 12 日に離職し、その後 49 年１月７日に再度資

格を取得した記録となっており、オンライン記録と一致することが確認で

きる。 

   また、申立人はＡ社で一緒に勤務していた同僚の名前を覚えていない上、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間において被

保険者資格を有する複数の同僚に、申立人の勤務実態について確認したと

ころ、「Ａ社において、申立人と一部分同じ業務に就いていたが、申立人

の在籍していた期間については全く分からない。ただ、自分の厚生年金保

険に加入していた期間については、同社に勤務していた期間と同じであ

る。」との意見を得たが、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料

の控除に係る供述までは得ることができなかった。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の資格

喪失日は昭和 47 年７月 13 日と記載され、健康保険被保険者証の返納の記

載も確認でき、その後、申立人の資格再取得日が 49 年１月７日と記載さ



  

れており、不自然な訂正記録等も確認できず、オンライン記録と一致する。 

   加えて、Ａ社は平成 13 年２月 24 日に、厚生年金保険の適用事業所でな

くなっており、当時の事業主の連絡先も不明であることから、同社におけ

る申立人の申立期間における勤務実態及び給与からの厚生年金保険料の控

除について確認することができない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。

 


